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第1章 はじめに 

 多摩大学社会工学研究会多摩学班は、多摩地域に焦点を当てた多角的な研究をおこなっ

てきた。これまでの研究テーマは、多摩ニュータウンの地域活性化策や八王子千人同心な

ど多摩地域にゆかりのある人物や組織、現代の多摩地域の問題点に対する解決策の提案な

どであった。令和元（2019）年度からは「住みたい・住みよい街づくり」に焦点を当て、

多摩地域の産業や歴史について調査をおこない、地域の課題を解決するための提言をおこ

なってきた。そして、令和 4（2022）年度は大学と防災の視点から調査研究をおこなって

おり、今年度も引き続き、多摩大学の防災拠点化を目標として防災に関する研究に取り組

むこととした。 

 我が国日本は災害大国と言われる。近年では平成 23（2011）年に東日本大震災、平成

28（2016）年に熊本地震、令和 6（2024）年に能登半島地震などの巨大地震が発生し、被

災地では尊い命が失われたと同時に、復興まで多くの時間を費やしてきた。更には、首都

直下型地震、南海トラフ地震をはじめ、今後発生する可能性がある地震への懸念が高ま

り、防災意識の重要性が再認識されている。 

 そのような中、近年では地球温暖化が原因とみられる豪雨が発生し、水害による被害が

各地で頻発している。そのため早期の水害対策と、命を守るための危険性の周知が不可欠

となっている。しかしながら、防災意識において、多くの人が「災害＝地震」として捉え

ている現状がある。防災対策も地震を第一に考えらえており、地震や火災に比べ水害への

関心が薄いことが懸念されている。そのため水害から見た防災について調査し、早期に情

報を発信し、対策する事が重要である。 

 このような背景と問題意識をもとに、今年度は数ある災害の中から水害に注目した研究

をおこなう。まず、日本全国および多摩地域での水害事例について文献調査をおこない、

近年の水害の特徴、特に多摩地域で対策が必要とされる水害の種類を明らかにする。次

に、水害に関する情報発信について、多摩市役所、東京都の防災館（都民防災教育センタ

ー）の取り組みについてヒアリング調査をおこなう。さらに、多摩大学の学生を対象にア

ンケート調査を実施し、多摩地域に在住・通学する学生の防災に対する関心度や、多摩市

のハザードマップに対する評価を調べる。さらに防災に関連する取り組みを進めている他

の大学や企業についてフィールドワークをおこなうことで、防災に対して多摩大学がどの

ような役割を果たせるかを考察する。最後に、以上の調査結果を踏まえ、多摩大学を多摩

地域全体の「防災拠点」とするためには何が必要かを提言する。 
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第1節 今年度の研究における多摩地域の範囲 

 本研究で扱う「多摩地域」とは、多摩川水系を指す(図表 1-1)。多摩川水系は山梨県笠

取山の分水嶺を起点とし、支流を含め河口まで全長約 138キロメートルに達するが、本研

究では主に、小河内ダムから河口部（多摩川河口標柱）までの支流を含む流域を研究範囲

とし、その中で水害に見舞われた自治体を調査することとした。 

 

図表 1-1 多摩川の管理空間マップ（国土交通省，2020） 

 

 

多摩川流域の地形は、細長い羽状形を呈し上流域の関東山地と中流域の丘陵地及び台 

地、下流域の低地に区分され、山地部 7割、平地部 3割で構成されている(図表 1-2)。 

 地質の分布は西部の古期岩類の地域と、東部の新期堆積物の地域に大きく分かれ、上流

域に当たる西部の山地は、秩父系古成層と中成層で主に構成され、最上流部に花崗岩帯を

持つ。地層の時代は古生代石炭紀から中生代白亜紀で、主として砂岩・頁岩から成ってい

る。さらに各所で石灰岩・チャ－ト・礫岩・輝緑凝灰岩などが分布しており、奥多摩（日

原川）にある日原鍾乳洞は観光地として知られ、多くの観光客が訪れている。多摩川の全

長は比較的短いが、上流部では石灰岩やチャートでできた岩を浸食して自然豊かな渓谷を

形成し、中流域から河口にかけては、関東ローム層や砂礫など柔らかい地質でできた一帯

を流れている。 
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図表 1-2 多摩川の地形地質（国土交通省，2020） 

 

 

 このことから、自然豊かな山岳部を流れる渓流、東京と神奈川の都県境をなし、周辺の

人々の憩いの場となっている都市河川といった多様な顔を持つだけでなく、地質的にみて

もユニークな姿を見て取ることができる。 
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第2章 水害 

第1節 水害の種類 

 ここでは、本稿で扱う水害について、その種類や用語の説明をまとめた。我々が水害に

焦点を絞り研究をおこなう中で、水害の種類や用語の理解に時間を要した。我々が口にす

る「水害」とは数々の水害の種類を示す総称であり、学術的には態様によってそれぞれ異

なった名称が使われ、分類されているからである。以下は水害の種類について、国土交通

省が定めた水害用語を分類したものを、我々多摩学班がまとめたものである。多摩大学の

防災拠点化を目標とする中で、水害の種類と危険性について少しでも分かりやすい形で周

知させたいという考えから、なるべく簡潔な分類となるようにした（図表 2-1）。 

 

図表 2-1 水害の種類（筆者により作成） 

本章では、過去、現在の水害について把握し、多摩大学の防災拠点化を目標に、主に水

害の視点から災害の危険性を周知させ防災力を務めるための提言をおこなう。そのため、

水害について調査するにあたり、主に 3つの流れに合わせて考察したい。第一に、様々な

水害の種類を把握し、分類しなおす作業をおこなう。第二に、その分類に沿って、過去と

現在に起こった水害の全国と多摩の事例について調査をおこなう。第三に、それらの事例

をもとに、多摩地域における水害の危険性や解決策について詳しく考察する事とした。 

水害の種類 説明 特徴 

外水氾濫 河川の水位が上がる（洪水）ことにより、川が溢れたり

（溢水）、堤防を乗り越える・壊すことで溢れ（越

水）、その結果住宅や農地、道路に水が溢れる（浸水・

冠水） 

堤防の発達な

どにより近年

は被害が軽減 

内水氾濫 河川の水位が上がる（洪水）ことにより、都市の排水施

設（下水道など）の処理能力を超え、マンホールなどか

ら水が溢れ出し（氾濫）、その結果、住宅や農地、道路

に水が溢れる（浸水・冠水） 

近年増加 

土砂災害 雨水などによって山や崖が崩れる、雨水や河川の水に交

じって土砂が住宅地などに流れ込む 

例）土石流、地すべり 

時代による 

変化なし 
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第2節 外水氾濫の事例 

第1項 全国の事例 

長野・山梨の水害史 

 古くは長野県千曲川で仁和 4（888）年に発生した洪水が文献に残っている。千曲川上流

の八ヶ岳山麓に形成された天然ダムが決壊して洪水が発生し、長野盆地まで浸水被害を拡

大させた。千曲川は、長野、山梨、埼玉の三県境界の甲武信ヶ岳に源を発し、長野県内の

佐久平（佐久盆地）、塩田平 （上田盆地）、善光寺平（長野盆地）などの盆地を通り、

新潟県境で信濃川と呼称を変えて日本海に達する全長 367 キロメートルの日本最長の河川

である。近年では、令和元（2019）年 10月に関東地方西部を通過した台風による豪雨に

より、北陸新幹線の車両基地が水没するなど長きにわたり、千曲川の氾濫に悩まされてき

た歴史がある（保柳・亀谷，2022）。 

 また、長野県に隣接する山梨県でも、古くから水害に悩まされた歴史が残っている。明

治 14（1881）年には釜無川流域、塩川で氾濫、明治 40（1907）年 8月には台風により山

梨県の県下全域で河川が氾濫する被害をもたらした（山梨県県土整備部砂防課，2019）。 

 水害による甚大な被害を受けているなか、古くから様々な治水対策をとってきた。その

代表的な例として、山梨県竜王町の釜無川と御勅使川の合流地点にある信玄堤の建設があ

る。この堤は戦国の武将武田信玄が築堤を命じたものであり、雨期に発生する大洪水によ

り付近の住民が苦しめられてきたことから、信玄が計画し天文 10（1541）年からの 20年

という長い時間をかけて建設した。それまで扇状地を自由奔放に流れていた御勅使川の流

れをまっすぐに固定し、その主流を竜王の赤石にぶつけた。さらに「将棋頭」と呼ばれる

石組みを築いて水流を二分、その水が釜無川と合流するところにも石組みを築き、水勢を

そいで釜無川と順流させる方法をとった。最後には赤石の下流に 1.8キロメートル以上に

及ぶ堅固な堤防を築いて樹木を植えた。この大事業の背景に、水害から甲府盆地の安全を

守るという信玄の強い使命感があったことには間違いない。 

 また、同県では大正 5（1916）年に、土木における近代史の原点ともいえる、日本初の

セメントを用いた堰堤、芦安堰堤が建設されており、近代においても水害対策には力を入

れ続けてきた。これらの事例から、かつては雨期の大洪水により川が氾濫し、民家などへ

濁流が押し寄せる被害が多く、その対策としてそれぞれの地域において堤防や砂防ダムを

建設していることがわかる。 
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関東・東北豪雨 

 平成 27（2015）年、台風 18号及び台風によりできた低気圧に向かって南から湿った空

気が流れ込んだ影響で、9月 10 日から 12日にかけて、関東・東北地方は記録的な大雨に

見舞われた。観測地点のうち 16 地点で、最大 24時間降水量が観測史上最多を更新するこ

とになった。この水害における被害は、宅地、公共施設などの浸水がおおむね解消するま

で 10日間を要し、鬼怒川の堤防が決壊したことによって 5,000棟の住宅が全半壊した

（図表 2-2）。 

 

図表 2-2 鬼怒川決壊箇所上空（国土交通省関東地方整備局，n.d.） 

 

 

西日本豪雨 

 西日本豪雨は、平成 30（2018）年 7月初頭に発生した記録的豪雨である。原因は、2つ

のジェット気流の蛇行で梅雨前線が 4日間に渡って西日本に停滞し、そこに大量の水蒸気

が流れ込み続けたためであり、地球温暖化に伴う気温上昇と水蒸気量の増加の寄与もあっ

たと考えられている。48時間雨量は広島市や岐阜県高山市などの 124地点で観測史上最多

を更新、各地で甚大な被害をもたらした（図表 2-3）。7月平年比の雨量は 200%を超え、

防災科学技術研究所は「100 年に 1回程度の非常にまれな大雨だった」と述べている（山

陽新聞社 digital，n.d.）。被害状況としては 14府県で死者数が 224人にのぼり、中国地

方だけで 150 人以上を占めた。さらに岡山県では住宅の全壊が 4,830戸、床下浸水が

5,517戸におよんだ。7月 6日に気象庁により中国地方に大雨特別警報が発令された。8月

5日にようやく JR津島線が全線復旧したが、被災から 1か月を要する大豪雨であった（図

表 2-4）。 
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図表 2-3 豪雨による西日本被害Ⅰ（山陽新聞社 digital，n.d.） 

 

 

図表 2-4 豪雨による西日本被害Ⅱ（山陽新聞社 digital，n.d.） 

 

 

令和 2（2020）年 7月豪雨 

 令和 2（2020）年 7月 3日の夜に九州地方の上空に線状降水帯が形成され、一日たらず

で 7月全体の平年降水量を記録する豪雨となった。7月 6日から 8日にかけての非常に激

しい雨により河川の増水や氾濫、土砂崩れなどが起きた。犠牲者は全体で 80人、そのう

ちの 8割を占めたのが 65歳以上の高齢者だった。特に熊本県での被害が多く犠牲者は 65

人に達した（図表 2-5、図表 2-6）。 
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図表 2-5 令和 2（2020）年 7月豪雨（熊本県知事公室危機管理防災課, n.d.） 

 

 

図表 2-6 流失した西瀬橋（熊本県知事公室危機管理防災課, n.d.） 

 

 

熱海市伊豆山土石流災害 

 令和 3（2021）年 7月 3日午前、東海地方から関東地方南部を中心に、72時間で 400ミ

リメートルを超す大雨が発生した。それにより静岡県熱海市伊豆山の逢初川で土石流が起

こり、人的、物的な多くの被害が生じた。熱海市の人的被害は死者 28人、負傷者 4人の

計 32人であった。物的被害として全壊が 53棟、半壊 11棟、一部破損 34棟だった（図表 

2-7、図表 2-8）。 
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図表 2-7 熱海市伊豆山土石流災害の土石流（内田，2021） 

 

 

図表 2-8 土石流が最初に発生したとみられる現場付近（東京新聞，2021） 

 

 

第2項 多摩地域の事例 

水害は私たちの住む多摩地域にも幾度となく発生し、人命にかかわる災いを残してき

た。一方で先人たちは様々な方法でこの水害への対策を強化してきた。文献に残る最も古

い記録としては、天安 2（858）年に武蔵国（現在の東京都、埼玉県）において大規模な

「武蔵国水害」があったことが、平安時代に編纂された『日本三大実録』によって伝えら

れている（思則有備，2018）。以下に、多摩川が起こした水害の歴史をまとめた（図表 

2-9）。 
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図表 2-9 多摩川が起こした水害の歴史（高橋他，2010をもとに筆者が作成） 

年 概要 

天正 18（1590） 多摩川大洪水 

慶長 11（1606） 多摩川大洪水。この洪水により、本川中流部左岸の分倍河原旧流路が現流

路に移動したと言われる 

慶長 18（1613） 下流の六郷橋が洪水で流出 

寛永 4（1627） 多摩川洪水で下流左岸の羽田徳泉寺が破壊流出し、右岸川崎宿久根崎町に

移して再建する 

正保元（1644） 8 月、多摩川大洪水で下流右岸川崎と左岸六郷で水害発生 

慶安元（1648） 7 月、多摩川大洪水で下流右岸川崎水害発生。六郷橋破壊 

慶安 3（1650） 9 月、多摩川大洪水で下流右岸川崎水害発生。下流左岸下野毛村西南で堤

防決潰し氾濫。下流左岸羽田では川筋が変わる 

慶安 4（1651） 前年の水害対策として、下野毛では村の土地を潰して川筋を掘り替える 

寛文 11（1671） 8 月、多摩川大洪水で、下流右岸川崎水害発生。六郷橋再び流失 

寛文 12（1672） 5 月、多摩川大洪水で下流右岸川崎水害発生。前年に流失して再復旧した

六郷仮橋が流失 

延宝 2（1674） 多摩川下流左岸に氾濫し、現大田区内にあたる地域の農作物が全滅 

延宝 8、9

（1680、1681） 

中流部左岸の拝島用水（現・昭和用水）に洪水が流入し、用水下流の大神

村まで氾濫する 

貞享元（1684） 多摩川大洪水で、下流右岸川崎水害発生 

貞享 2（1685） 多摩川洪水で、中流部左岸拝島作目村が全村壊滅 

貞享 3（1686） 多摩川洪水。北浅川で山地崩壊があり、大水害となる 

貞享 5（1688） 7 月 21 日、多摩川大洪水で、下流右岸川崎南加瀬村 10 町歩水害 

元禄元（1688） 六郷橋が流失し、以後架橋は断念される 

貞享年間（1684

～1688） 

多摩川大洪水で、下流右岸、宿河原のうなぎ土手破堤 

元禄 7（1694） 多摩川洪水で、下流右岸川崎南加瀬村 22 町歩水害 

元禄 12（1699） 多摩川洪水で、下流右岸川崎南加瀬村 59 町歩水害 

元禄 14（1701） 中流部左岸、拝島堤決壊 

享保 6（1721） 7 月、多摩川洪水で羽村堰決壊 

享保 11（1726） 多摩川出水 

享保 18（1733） 多摩川出水 

享保 19（1734） 8 月、多摩川満水で中流部左岸・拝島で川欠 

享保 20（1735） 6 月、多摩川洪水 
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寛保 2（1742） 8 月、多摩川大洪水。中流部左岸の昭和用水堰が埋まり、堤内へ氾濫して

水田に石砂が入る。下流部右岸の川崎では、堤防決壊し、川崎宿の小土

呂・砂子では床上 1.5ｍの侵入。下流部左岸の六郷用水では、取入れ口が

壊滅。ほか、各所で堤防決壊し、川通 20 里の間で、緊急改修を要する場

所が百数十個所にのぼる 

寛保 3（1743） 多摩川出水 

寛延 2（1749） 8 月、多摩川洪水 

宝暦元（1751） 宝暦元(1751）年多摩川洪水で、下流右岸・上平間堤決壊 

宝暦 5（1755） 5 月、下流右岸デルタの大師河原村で、潮除堤（干拓堤）決壊 

宝暦 7（1757） 多摩川洪水 

明和 2（1765） 多摩川出水 

明和 3（1766） 多摩川洪水。このとき、下流左岸の世田谷の井伊領 8 カ村で氾濫 

安永元（1772） 多摩川洪水 

安永 4（1775） 多摩川出水 

安永 6（1777） 多摩川出水 

安永 7（1778） 多摩川洪水 

安永 9（1780） 多摩川洪水 

天明元（1781） 7 月、多摩川洪水により下流左岸世田谷で氾濫し、8 町 6 反の畑が石河原

に等しくなる 

天明 2（1782） 多摩川出水 

天明 3（1783） 6 月、多摩川洪水で、下流左岸猪方村堤 120 間破堤 

天明 4（1784） 多摩川出水 

天明 5（1785） 多摩川出水 

天明 6（1786） 7 月、多摩川洪水で、下流左岸猪方村堤破堤 

天明 7（1787） 多摩川出水 

天明 8（1788） 8 月、多摩川満水 

寛政元（1789） 多摩川出水 

寛政 2（1790） 多摩川洪水で、下流右岸の矢ノ口・菅村境の堤防決壊し、中野島村では人

家が流失、登戸下流では床上 4 尺の浸水。このときの切所には、現在、水

神が祭られている 

寛政 3（1791） 多摩川大洪水で、下流左岸・猪方村 8 個所 240 間、大蔵村堤 7 個所 200

間、宇奈根村堤 6 間、下野毛村堤 30 間が決壊 

寛政 6（1795） 7 月、多摩川大洪水で、下流左岸の大森では洪水位が 1 丈 3 尺余りに達す

る 
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寛政 11（1799） 多摩川洪水で、下流左岸、六郷用水の用水堤が岩戸村で大破 

享和元（1801） 多摩川満水 

享和 2（1802） 7 月、多摩川満水で、下流左岸猪方村大堤切れる 

享和 3（1803） 多摩川洪水で、下流右岸川崎堤決壊 

文化元（1804） 多摩川満水で、下流左岸宇奈根が水浸しになる 

文化 5（1808） 多摩川洪水 

文化 6（1809） 多摩川出水し、下流左岸堤 120 間大破（和泉村 26 間・猪方村 30 間決壊） 

文化 7（1810） 下流右岸の稲毛川崎二ケ領用水の宿河原取水口を現位置に設けて堰上げを

おこなったため、対岸（左岸）の猪方村一部川欠となる 

文化 8（1811） 多摩川洪水で、猪方村堤 8 個所が切断される。中流部左岸の拝島築地村で

は全村流出する 

文化 11（1814） 多摩川洪水で、下流左岸・和泉・猪方村堤の数個所決壊 

文化 13（1816） 多摩川洪水で、中流部左岸拝島堤、下流部右岸川崎堤決壊 

文政元（1818） 多摩川洪水で、拝島山王下の用水取水口が決壊 

文政 5（1822） 6 月、多摩川大洪水、下流左岸の 5 カ村で水害 

文政 6（1823） 7 月、多摩川大洪水 

文政 7（1824） 多摩川洪水で、下流左岸 8 村で水押し。中流部左岸・拝島山王下で 300 間

決壊 

文政 12（1829） 多摩川洪水で、下流左岸猪方村で堤防決壊 

天保 3（1832） 多摩川洪水で、下流左岸猪方村堤決壊し、5 町歩に被害 

天保 4（1833） 多摩川洪水 

天保 6（1835） 多摩川洪水で、下流左岸の羽田尾崎耕地流出 

天保 7（1836） 多摩川洪水 

弘化 3（1846） 6 月、多摩川大洪水で、中流左岸・拝島用水堰より氾濫。11 月、多摩川再

び出水し、下流左岸・猪方村堤 100 間、和泉村堤 120 間決壊する 

嘉永 5（1852） 多摩川洪水 

嘉永 6（1853） 多摩川洪水 

安政 3（1856） 8 月、多摩川大洪水。満水で、下流左岸・猪方・和泉堤切断され、一円に

水害 

安政 5（1858） 7 月、多摩川大洪水で、中流部左岸、大神村堤決壊 

安政 6（1859） 7 月、多摩川大洪水。羽村堰が破壊され、玉川上水止まる。中流部左岸で

は、福島村 25 戸、中神村 15 戸、宮沢村 4 戸が流出。下流部左岸では、和

泉村堤 500 間切断され、猪方大堤決壊。8 月、再び多摩川出水し、猪方村

堤 20 間決壊 
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文久 2（1862） 多摩川洪水で、下流左岸、和泉村 160 間決壊 

文久 3（1863） 8 月、多摩川洪水で下流左岸、和泉村 55 間決壊 

元治元（1864） 8 月、多摩川洪水で下流左岸、和泉村堤 160 間決壊し、一帯が冠水する 

慶応元（1865） 5 月、多摩川出水し、下流左岸倍方村大堤 1 町 20 間にわたり大決壊。田

畑には土砂が押し入る 

明治元（1868） 5 月 8 日、大風雨のため多摩川が出水し、六郷用水取入口の掘割が残らず

壊滅（大田区史年表） 

同年 7 月 18 日、大雨、和泉村堤 315 間決壊（狛江市水害史） 

明治 3（1870） 7 月 9 日、暴風雨、多摩川出水、和泉村堤決壊、耕地一円冠水（狛江市水

害史） 

明治 6（1873） 9 月 24 日、前日の暴風雨のため六郷川（多摩川）が出水し、東京～横浜

間の汽車が不通となる（大田区史年表） 

明治 8（1875） 8 月 10 日、暴風雨により六郷橋（佐内橋）が破損する（大田区史年表） 

同年 8 月 11 日、多摩川洪水、羽田村弁天橋が流失し、羽田猟師町、鈴木新

田、八幡塚村など浸水する（同上）羽田村弁天橋洪水のため過半押流し、

同村内猟師町の地所凡百坪程崩流し、民家 10 軒破損し、同村鈴木新田多

摩川の堤防凡 7 間程崩る（東京市史稿変災篇） 

明治 9（1876） 9 月 17 日、「六郷橋は水溢れて、八幡村の往還は舟にて通行し、六郷橋

近辺の軒を浸し、老功を助けて逃るもあれど幸ひに怪我なく、…」（東京

市史稿変災篇） 

明治 10（1877） 7 月 26 日、六郷橋の橋脚間 2 間が押し流される（大田区史年表） 

明治 11（1878） 9 月 15 日、多摩川の洪水により佐内橋が流失する。また、このとき北見

方村、諏訪河原村の田畠が冠水し被害を受ける（川崎市史） 

同年 9 月 16 日、八幡塚村ほか数か村で堤防が決壊し、羽田村ほか 25 か村が水

害を受ける。この洪水で羽田猟師町の日蓮宗長照寺（本羽田）が流失する

（大田区史年表） 

明治 22（1889） 六郷川暴漲（同上）暴風雨により多摩川堤防決壊、農作物被害を受ける

（立川市史） 

明治 23（1890） 9 月 22～23 日（東京市史稿変災篇） 

明治 24（1891） 6 月 22 日（東京市史稿変災篇） 

明治 27（1894） 8 月 11 日（東京市史稿変災篇） 

明治 29（1896） 9 月 8～9 日（東京市史稿変災篇） 

明治 30（1897） 9 月 9 日、多摩川氾濫（東京市史稿変災篇） 

明治 31（1898） 8 月 24～26 日、多摩川出水東京府調布町布田堤塘決壊二ケ領組合〆切元

付決損す。非常召集を行ひ辛くも喰止む（稲毛川崎二ケ領用水事績） 
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同年 9 月 6～7 日、多摩川出水。（東京市史稿変災篇）多摩川増水宿河原取入

口大破損を生ず。（稲毛川崎二ケ領用水事績） 

明治 32（1899） 10 月 6～7 日、六日より強雨 7 日より暴風雨同夜多摩川増水（稲毛川崎二

ケ領用水事績） 

明治 35（1902） 9 月 12 日、上河原口急破仮〆切全部流失取入口堀割筒所埋塞（稲毛川崎

二ケ領用水事績） 

明治 39（1906） 8 月 24 日、増水は平水面に比べて多摩川 5.1ｍ、六郷川 4.5ｍであった。

このため多摩川に係留した砂利船 100 隻は流出し、六郷川に架橋中の京浜

電鉄専用橋の橋げたは約 35ｍにわたって流出した。その他六郷川沿岸で

は被害が多かった 

大正 3（1914） 早期築堤を求め多摩川下流の住民らが築堤を求めて神奈川県庁へ大挙して

押し寄せる（アミガサ事件） 

大正 12（1923） 洪水と高潮が重なり被害甚大 

大正 13（1924） 関東大震災により多摩川左岸・右岸とも各所で堤防亀裂、沈下陥没。支川

でも護岸堤防に被害 

昭和 12（1937） 台風のため六郷川、川崎付近で水量計水没、六郷橋が中央から崩落・流失

し、東海道は交通途絶 

昭和 13（1938） 豪雨による多摩川大洪水 

昭和 22（1947） 多摩川大洪水。青梅で家屋流出、消防組出動 

昭和 23（1948） カスリーン台風により多摩川、秋川、浅川で出水 

昭和 24（1949） アイオン台風により多摩川、秋川、浅川で出水 

昭和 25（1950） デラ台風により多摩川調布で出水。キティ台風により多摩川調布で出水、

六郷用水氾濫 

昭和 27（1952） 豪雨により多摩川稲城町（現・稲城市）で水害 

昭和 29（1954） 多摩川出水 

昭和 38（1963） 台風 14 号により多摩川出水 

昭和 40（1965） 集中豪雨で野川はじめ未改修部氾濫 

昭和 41（1966） 台風 6 号により多摩川堤防損壊 

昭和 45（1970） 台風 4 号の豪雨により二ヶ領用水、矢上川、平瀬川などで水があふれ、ま

たは決壊、床上浸水 3400 戸の被害 

昭和 49（1974） 洪水で上河原頭首口流出 

昭和 57（1982） 8 月、台風 16 号による狛江水害。多摩川左岸狛江市地先にて本堤 260m

にわたって決壊（人家 19 棟流出） 

平成元（1989） 台風 10 号により、川崎市などで床上・床下浸水 163 戸ほかの被害 9 月、

台風 18 号により、川崎市などで床上・床下浸水 60 戸ほかの被害 
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平成元（1989） 高規格堤防（スーパー堤防）事業始まる 

平成 9（1997） 河川法改正。「治水」「利水」に加え「河川環境」のキーワードが加わる 

平成 11（1999） 豪雨により川崎市戸手地先浸水、床上・床下浸水の被害 

平成 12（2000） 「多摩川水系河川整備基本方針」を策定 

平成 13（2001） 「多摩川水系河川整備計画［直轄管理区間編］」を策定 

平成 14（2002） 浸水想定区域図公表 

 

令和元年東日本台風 

 令和元（2019）年 10月 1日に東京都を通過した台風 19号によって、八王子市では初の

大雨特別警報が発表され、土砂災害、浸水害、河川の護岸崩落、堤防の決壊など大きな被

害を生んだ。幸い、的確な避難によって人的被害はなかった。被害状況は、全壊が 10

棟、大規模半壊 3棟、半壊 12棟であった。土砂災害の合計は 187件であり、床下浸水は 7

件であった（図表 2-10、図表 2-11）。 

 

図表 2-10 法面崩壊により下水道管が断裂（八王子市生活安全部防災課，2020） 
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図表 2-11 廿里町南浅川護岸崩壊状況（八王子市生活安全部防災課，2020） 

 

 

狛江水害 

 昭和 49（1974）年に起きた水害である。台風 16号によって左岸の本堤防が決壊し民家

19棟が流失する「戦後最大の洪水」と位置づけられている。古くから多摩川は「暴れ川」

とされていたが、この当時は治水工事も進み穏やかで安全な緩やかな川のイメージになっ

ていた。だが、記録的な豪雨により多摩川は露出した土がえぐり取られ、本堤防が崩壊し

た（図表 2-12、図表 2-13）。 

 

図表 2-12 二ヶ領上河原堰堤の見取り図（京浜河川事務所，n.d.） 
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 図表 2-13 多摩川堤防決壊（東京都狛江市，2017） 

 

 

 この地には二度と水害、災害を起こさないよう狛江市によって「多摩川決壊の碑」が建

設されている（図表 2-14）。 

 

図表 2-14 和泉多摩川緑地公園にある多摩川決壊の碑（多摩川を愛でる会，2016） 

 

 

 この碑の裏面には被災の経緯が以下のように語られている（図表 2-15） 
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図表 2-15 多摩川決壊の碑の碑文（多摩川を愛でる会，2016） 

 

 

昭和 49（1974）年 8月 31 日深夜から 9月 1日夕方にかけて、台風 16号の影響をう

け、上流氷川を中心とした多量の降雨のため、多摩川の水位が上昇を続けました。こ

の出水により、1日昼ごろ、二ヶ領宿河原堰左岸下流の取付部護岸が一部破壊された

のを発端に、激しい迂回流が生じたため高水敷が侵食され、懸命な水防活動もむなし

く、午後 10 時過ぎには本堤防が決壊し、住宅地の洗掘が始まりました。迂回流はそ

の後も衰えを見せず、本堤防 260mを崩壊させたうえ、1日深夜から 3日午後までの

間、狛江市猪方地区の民家 19棟を流失させる被害をもたらしました。 

 この「多摩川水害」は、首都圏の住宅地で発生し、3日間という長時間にわたった

特異な災害であり、報道機関によってリアルタイムに全国に報じられ、多くの国民の

注目を集めました。 

 建設省は、災害直後から速やかに本堰周辺の復旧工事を進め、翌年には完了させる

とともに、「多摩川災害調査技術委員会」を設置し、いち早くその原因の究明にあた

りました。 

 一方、被災住民は国家賠償法に基づき提訴し、河川管理の瑕疵について改めて指摘

された水害ともなり、平成 4（1992）年に判決が確定しました。 

 平成 10（1998）年、従来の堰より 40m下流に、洪水を安全に流すとともに、豊かな

水辺環境の保全と創造を目的とした新しい堰が完成しました。 

 ここに、水害の恐ろしさを後世に伝えるとともに、治水の重要性を銘記するもので
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す。平成 11（1999）年 3月 27日 建設省京浜工事事務所 狛江市（多摩川散歩，

n.d.） 

第3節 内水氾濫の事例 

 水害の歴史について調査を進めるうちに、河川の氾濫とともに濁流が押し寄せ、民家や

街が流されるという被害が多く、堤防を作るなどの対策を講じてきた歴史が見えてきた。 

 しかしながら、近年の水害の形態を見ると従来とは異なり、地下空間の高度化が原因の

水害が増加している。具体的には、地下道やアンダーパス、高層マンションなどの地下室

に水が入り込み、浸水する被害が増加している。 

 地下空間を活用するようになった背景は、都心部への人口集中に加え、社会経済の中枢

機能がさらに集積したことでニーズが高まってきたことが挙げられる。それに伴い、地下

空間の開発技術も向上した。そもそも、人口が集中する都心部は海抜 0メートル地点が少

なくない。このため、地下空間の利用拡大に伴って水害被害が増加したのである。 

 東京都心をはじめとした平坦な土地に大量の雨が降り注ぐことにより、雨水がアスファ

ルト上に滞留する。さらに周囲から低い場所へとはけきれなかった水が流れ込み、浸水被

害を起こす。都心部には河川の水面と高さが変わらない場所が多いこともあり、河川の増

水時には、一時的に、河川へ放流するための排水管から逆流する現象が起きる。 

 なお、第 2章第 1節で述べた通り、内水が意味する範囲はあいまいであることを踏ま

え、ここでの内水害の定義としては、排水管を氾濫水が逆流しマンホールから汚水混じり

の水が逆流する現象とした。 

第1項 全国の内水氾濫の事例 

 地下空間の浸水被害だけではない。鉄道やバイパスの下を通るアンダーパスでの被害も

増加している。主な原因として、豪雨により内水氾濫などが発生し、他の道より低いアン

ダーパスに水がたまることが挙げられる。アンダーパスは半地下構造であることから昼間

でも薄暗い事も多く、大雨が降った際に、冠水している事が確認しづらい場合がある。ま

た、濁り水は道路と同じ黒色に近いこともあり、夜間は見分けがつかずに侵入し、自動車

が冠水してしまう危険性も大いにある。 

 その事故の一例として、令和 5（2023）年 7月に発生した九州地方の記録的大雨で、福

岡県太宰府市の冠水したアンダーパスから男性の遺体が発見された事故があった。アンダ

ーパスでの水没による事故によるものと推測される（図表 2-16）。 
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夜間には浸水に気付かずに侵入し、水没してしまう危険性があることから、日頃から危

険個所を把握する事が求められる。 

 

図表 2-16 福岡県太宰府市の冠水した地下歩道（RKB毎日放送，2023） 

 

第2項 多摩地域の内水氾濫の事例 

八王子市北野町八高線アンダーパス 

 令和元（2019）年 10月 12日、東京都を通過した台風第 19 号により、八王子市北野町

八高線アンダーパスが冠水する被害が発生した（図表 2-17）。 

 

図表 2-17 北野街八高線アンダーパス冠水（八王子市生活安全部防災課，2020） 
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 今回の我々の定めた多摩の範囲より広くなるが、東京都の島嶼部と特別区を除いた、多

摩地域と呼ばれる市町村では約 50のアンダーパスがあり、そのなかでも八王子市がもっ

とも多い。また、図表 2-18の、東京都のアンダーパスを記した地図を見ると、多摩地域

で人口が集中している箇所に多いことが確認できる。 

 このため、多摩地域に属する多摩大学として、このアンダーパスに対する注意喚起の取

り組みをおこなうことは、極めて重要なことであると考える。 

 

図表 2-18 東京都のアンダーパス部の道路冠水注意箇所マップ 

（国土交通省関東地方整備局，2023） 

 

 

台風 19 号における武蔵小杉浸水被害 

 令和元（2019）年の台風 19号は 10月 12日から 13日にかけて暴風を伴って首都圏を通

過し、武蔵小杉周辺のタワーマンション群一帯が冠水する被害をもたらした。原因は、河

川の増水によって生じた内水氾濫であった。水位が急上昇した多摩川の水が、支流である

平瀬川に逆流するバックウォーター現象が生じ、堤防が整備されていない場所、すなわち

無堤防域で浸水が発生した。 

 この台風による被害として、『パークシティ武蔵小杉ステーションフォレストタワー』

の事例を紹介する。武蔵小杉駅から徒歩 3分、地下 3階地上 47階建、総戸数 643戸の超

高層タワーマンションである。フォレストタワーでは、電気設備がある地下 3階と、地下
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4階の雨水貯水槽に汚水が侵入した。建物周辺の雨水升を通じて大量の水が雨水貯水槽に

流入し、停電により汚水管への送水ができなくなったことから、あふれ出した雨水が地下

3階の電気室・機械室に流入した。なお、施設内の汚水槽からあふれる被害にはいたらな

かった （図表 2-19）。主な浸水被害の原因として、武蔵小杉はかつて多摩川が流れてい

た旧河道の上に位置していることもあり、水はけが悪い場所であったことが挙げられる。

また、周辺部より低地にあり、浸水被害が拡大した。さらには、武蔵小杉の住みやすさラ

ンキングが高いこともあって住民が多く、大規模なマンションの建設が盛んにおこなわれ

たことも指摘する必要がある。土地が限られていることから地下空間を有効活用し、駐車

場などを作ったことにより、標高が低い場所が増えた。これらの複合的な原因により、大

規模な浸水被害になったと考えられる。 

 

図表 2-19 通常の地下室（上図）と浸水の過程（下図） 

（パークシティ武蔵小杉ステーションフォレストタワー，2020） 

 

https://d.docs.live.net/4b9f83b664bca37c/%E3%83%87%E3%82%B9%E3%82%AF%E3%83%88%E3%83%83%E3%83%97/%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%83%BC%E3%82%BC%E3%83%9F/%E6%B0%B4%E5%AE%B3%E3%81%AE%E6%AD%B4%E5%8F%B2.docx#_ftn7
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武蔵小杉の立地 

 武蔵小杉は神奈川県川崎市中原区に位置している。近年では新丸子と小杉地区にタワー

マンションが立ち並び、鉄道駅における通勤ラッシュの混雑ぶりが大きな関心を集めてい

る。 

川崎市の人口は近年減少している（図表 2-20）。一方で、武蔵小杉が位置する中原区に

おいては、人口が右肩上がりで増加しており、令和 4（2022）年度には約 26 万人が住んで

いる。川崎市中原区の年齢構成比をみると、40代と 50代が多く占めている事は全国平均

と同じであるが、20 代から 30代、40代の子育て世代も多いこと、また、10歳未満及び

10代の子供が圧倒的に多い。その理由として、タワーマンションができたこと、再開発に

よって若者向けの商業施設が建設されたこと、行政による子育て支援が手厚いことが挙げ

られる（図表 2-21）。人口増を支えるためのマンションの建設の加速と土地の有効活用の

ための地下空間の利用促進が、内水害の被害が拡大する大きな原因となった。 
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図表 2-20 川崎市中原区人口推移グラフ（コスギ，2023） 

 

 

図表 2-21 川崎市中原区の年齢構成比（コスギ，2023） 

 

 

 内水氾濫の原因をさらに詳しく見ると、この地域の特有な問題点の存在がわかる。それ

は下水道管の仕組みによるものである。 

 被害を詳しく見ると、雨水を河川へ排水する排水管に平瀬川を逆流した水が逆流してい

る。神奈川県の高津区や川崎市の中原区の多摩川への排水樋管（山王排水樋管、宮内排水

樋管、諏訪排水樋管、二子排水樋管、宇奈根排水樋管）周辺地域を中心に内水氾濫が発生

していたことが確認できる。 

 浸水被害を起こした高津区・中原区は、図表 2-22 のような汚水と雨水を分離した「分

流式下水」と、汚水と雨を混流させた「合流式下水」の二種類の下水管が埋設されてい

る。それぞれが使われている地域を図表 2-23 に示す。「分流式下水」と「合流式下水」

の違いを説明する。分流式下水は、雨水と下水を分けた構造であり、下水管が独立してい

る。合流式下水は、雨水と汚水を混合させた一本の下水道管である。合流式下水は、一本

の下水管の埋設で済むが、図表 2-24 のようなメリット・デメリットがある。 
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図表 2-22 分流式（上図）と合流式下（下図）の下水道の断面図（国土交通省，n.d.4） 

 

 

 

図表 2-23 地域ごとの下水の排除方式を表した地図（川崎市上下水道局，2023） 
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図表 2-24 合流式下水道のメリット・デメリット（横浜市，2018をもとに筆者作成） 

メリット デメリット 

・ 汚水管、雨水管を敷設する完全な分

流式に比べ、管きょが 1本で済み、

建設費が安くなる。 

・ 管きょが 1本ですむので、ガス管や

水道管などの他の地下埋設物との競

合が少なくなり、分流式に比べ施工

が比較的容易になる。 

・ 排水設備から公共下水道までが 1本

であり、管きょ系統が分流式より単

純になり、維持管理がしやすくな

る。 

・ 雨天時に、雨水が汚水に対して一定

量以上になると、雨水吐室などから

川や海に放流されて水質汚濁の原因

になりやすい。 

・ 管径が大きく、勾配も小さくなるた

め、晴天時には管内に汚濁物が堆積

しやすい。 

・ 雨天時には、水再生センターへの流

入水に汚水のほかに一部雨水が加わ

るため、処理水量が多くなる。 

 

  被害が大きかった高津区・中原区では、多くが合流式下水を採用していたこともあ

り、容量をオーバーした汚水と雨水の混合排水がマンホールから道路上にあふれ出し、被

害を加速させたと考えられる。この武蔵小杉の内水害は、近年増加している水害の典型例

であり、多摩の水害について検討するうえで、注視に値する。 

 また、被害を拡大させた原因ともいえる、人口増加による地下空間の利用拡大の問題、

合流式下水の問題の二つは、インフラに関わるものなので早急な改善は困難である。住民

をはじめ、多摩地域の人々に対しその実態を周知させることが極めて重要になるだろう。

今後も、内水被害は増加することが考えられ、解決に向けた検討が必要である。 

第4節 水害への対策 

第1項 全国の水害への対策事例 

アンダーパス冠水事故対策 

 冠水したアンダーパスでの事故を防止するため、滋賀県大津市で浸水時に自動車や歩行

者の侵入を止める「エア遮断器」が設置された（図表 2-25）。監視カメラによりアンダ

ーパス内に 30センチメートルの冠水が確認されると、自動的に「エア遮断器」が膨らむ
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仕組みである。また、大津市の職員が遠隔で膨らませて通行止めにすることも可能であ

る。 

 現在、アンダーパスは我々が普段から通過していることもあり、危機意識が低いのが現

状ではないだろうか。それだけに、「エア遮断器」は冠水時に誘導員や警察官がいなくて

も、瞬時に危険を周知させることができるため、事故を未然に防ぐことができる。冠水が

予測される場所の電柱などに避難場所を矢印でしめした「エア誘導旗」を設置することで

も、事故を防ぐことが可能となるのではないか。 

 

図表 2-25 アンダーパス内の冠水に応じて自動で作動する遮断機（毎日新聞，2023） 

 

 

第2項 多摩地域の水害への対策事例 

 令和元（2019）年 10月の武蔵小杉地域のタワーマンションの大規模浸水被害により、

高層集合住宅を否定的に見る人が増えた。これをきっかけに、集合住宅を手掛ける企業

は、多発する水害への対策に乗り出している。 

 武蔵小杉で発生したタワーマンションへの浸水事故では、内水氾濫により溢れ出た水が

地下の貯水槽に流れ込み、水位が上がった結果、上層階の機器室に侵入し機器を故障させ

た。下水道管へ水を排出する事が不可能となったことによって地下の浸水につながったの

である。このような被害が発生すると、資産価値が下がるだけでなく、住民の安全を脅か

す危険性が高いことから、大手デベロッパーは対策を急いでいる。 

 例えば、東京都江東区「シーフォルム住吉」はハザードマップを基に深さ 1メートルの

浸水から建物を守る対策をおこなった。1階のエントランスホールと エレベーター、共用
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廊下などを囲むように水害対策エリア（内側への浸水を防ぐ領域）を設け、開口部に止水

板や止水扉を設置した（図表 2-26、図表 2-27）。 

 

図表 2-26 入口に設置された、電気を使わず浮力で立ち上がる止水板（木村，2022） 

 

 

図表 2-27 一階の駐輪場に設けた避難用扉（木村，2022） 

 

 



 181 

第5節 小括 

 日本人は地震をはじめ様々な災害に苦しめられる国土に住んでおり、世界からも注目さ

れている。本章では、全国および多摩地域の水害事例を見てきた。 

 水害は、流域に大きな被害をもたらしており、中世・近世に入ってからはその記録はさ

らに数を増やしている（思則有備，2018）。また災害の被害を繰り返さないために防災意

識が高まり、堤防の建設、砂防ダム建設などを進めてきた。水害の種類という観点から見

ると、かつては河川などの水が堤防などを乗り越え、濁流が民家へ押し寄せるといった、

溢水、越水がほとんどであったが、近年は、内水氾濫による水害へと変化を見せている。

ここから低地部の宅地開発や地下空間の利用拡大によって内水被害が起こりやすくなって

いることが分かった。また、鉄道や道路と交差するアンダーパスでの浸水事故も増加して

いる。 

 この傾向は多摩地域でも同様であると考えられる。多摩川では、水害に対応できる堤防

の建設が強化されている。また、令和 8（2026）年には、「川崎市戸手 4丁目地区」にス

ーパー堤防が完成予定であり、川崎市を水害から守る対策が進んでいる。このような技術

の進歩により、外水被害の危険性は減りつつあるといっていいが、内水被害は増加してお

り、この傾向は今後拡大すると考えられる。 

 さらに、多摩地域の特徴として、丘陵地であるということが挙げられる。NHKの調査で

は、多摩地域は丘陵地という特性のため、豪雨によって土砂災害が発生しやすく、インフ

ラ被害を起こすことが示されている。また、近年は多摩ニュータウンをはじめ、団地の高

齢化が著しく進んでいる。このため、丘陵地の高齢者が、利便性の高い低地部へ降りてい

ることを指摘したい。 

多摩ニュータウンは、建設が始まる以前は広大な里山が広がる自然豊かな丘陵地であっ

た。急な坂道に団地が広がっているため、足腰の悪い高齢者は移動が困難である。さらに

交通の便が悪く、買い物が不便な問題もあり、便利な鉄道沿線の河川に近い住宅地へ移住

する高齢者が増え、「山を下りる高齢者」と呼ばれるようになった（斎藤・今村，

2019）。このような平地など利便性の高い場所への移住が増加するにつれ、鉄道沿線では

住宅用地が不足し、平坦だが浸水の危険性がある河川の近くにも宅地が広がることとなっ

た。これが、浸水被害を加速させる原因にもなっており、水害が発生した場合、高齢者の

避難には大きな危険性が伴う。 

 このため多摩地域の水害の特徴として、低地部における河川氾濫、丘陵地での水害や土

砂崩れと二つの危険性があると考えられる。 
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 都市の人口増加と共に、多摩地域はベッドタウンとして発展し丘陵地の造成がおこなわ

れるようになった。そのため土砂崩れの危険性にも注意が欠かせない。さらには、高齢化

に伴い行動に支障をきたしている高齢者が多いことから、有事の避難行動に向けた検討が

必要だ。丘陵地から、利便性の良い低地へ移住した高齢者もいることから、水害が発生し

た際に対応できるよう準備をする事も必要だろう。 
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第3章 防災情報の発信 

 地震や水害などの自然災害が頻発する日本において、増加しつつある年配者や外国人と

いった情報弱者に対する災害対策がますます重要となっている。 

 災害時には、情報の入手や利用が困難な情報弱者とされる人々は多くの困難に直面する。

具体的には、外国人、障害者、高齢者、貧困者などが含まれる。これらの人々は、災害の発

生や避難の必要性、支援の受け方などを十分に知ることができず、自分の安全や生活を守る

ことができない場合がある。 

 特に、高齢者は災害に対して脆弱である。身体的な衰えや病気、孤立、経済的な困窮など

により、災害の影響を受けやすく、回復しにくいという特徴がある。また、高齢者の中には、

インターネットやスマートフォンの利用が得意でない方も多く、避難所や支援機関に関す

る情報確保や連絡が不十分になることもある。 

 災害時には、こうした情報弱者に対して、適切な情報の提供や支援の実施が必要である。

例えば、災害情報は、多言語や点字、音声など様々な形式で伝えることが望ましい。高齢者

に対しては、健康状態や生活環境の把握、避難所での配慮やケア、生活再建の支援などが必

要である。外国人は、言語の問題から災害に関する情報が限定的になったり、自然災害に不

慣れであったりすることから、災害によるリスクが一段と高まることが指摘される。災害に

強い社会を作るためには、情報弱者のニーズに応えることが重要である。 

 東京都多摩市は、令和 2（2020）年のオリンピック・パラリンピック開催に伴い、外国人

来訪者の増加が見込まれたことから、災害時の外国人への情報伝達に力を入れた。多摩市の

避難所看板に英語・中国語・韓国語の表記を追加したほか、避難所マップや防災情報メール

登録の二次元コードの導入、指定緊急避難場所における災害種別ごとの適否マーク（〇・✕）

の掲示などを実施した（図表 3-1）。 

 また、市内にある多摩市国際交流センターは、外国人と日本人が協力して多摩市を住みや

すい街にする活動をおこなっており、災害時には外国人のための防災教室や多言語による

電話相談などのサービスを提供する。さらに、市では、多摩市洪水・土砂災害ハザードマッ

プを作成し、台風や大雨による浸水の範囲や深さ、避難所などを示している（図表 3-2）。

このハザードマップは、多摩市電子図書館や市のホームページからも閲覧できる。これらの

取り組みを通じ、市は外国人の言語特性に配慮した発信に努めるとともに、個別の情報への

アクセスを容易にすることで、外国人の災害時の脆弱さを軽減しようとしている。 
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 このように、災害時に適切な対処をするためには、地方自治体や関連機関が情報弱者との

コミュニケーション強化に注力し、災害時の情報伝達体制を改善する必要がある。多摩市が

情報弱者との連携を強化し、異なる文化や言語に対応する体制を整えることで、より安全で

適切な災害対応が期待できるだろう。 

 

図表 3-1 避難所看板ピクトグラムの説明（多摩市，2023） 

 
 

図表 3-2 多摩市洪水・災害ハザードマップ（多摩市，2022a） 
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第1節 公的機関の取り組み 

第1項 公的機関が配布する広報物 

 一般的に、市役所で配布している防災関連の広報物には、火災・地震・台風のような災

害時の被害を減らすため、事前に備えるべきことや、災害時にどう行動すればいいのかな

どの内容が盛り込まれている。 

 多摩市役所防災安全課では、防災に関する広報物として、東京都が作成している外国人

対象の防災パンフレットや、防災関連セミナーの案内、防災アプリの告知、水害の避難レ

ベル変更に関する通知などを用意している。また、多摩市独自の取り組みとして、地震に

よって家具が倒れるのを防ぐために、一人暮らしあるいは 65歳以上のみで暮らす世帯を

対象に、家具転倒防止器具の取り付けを無料でおこなっている（図表 3-3）。その案内や

申請方法についてのチラシも配布されていた。 

 

図表 3-3 多摩市による、家具転倒防止器具取り付けの案内・申請書（筆者撮影） 

 

 

第2項 外国人向けの防災資料 

外国人向け防災パンフレットには、「やさしい日本語版」および「英語・タガログ語

版」の 2種類がある（図表 3-4、図表 3-5）。以下にその内容を説明する。 
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図表 3-4 外国人防災パンフレット やさしい日本語版（筆者撮影） 

 

 

図表 3-5 外国人防災パンフレット 英語・タガログ語版（筆者撮影） 

 

 

地震について まず震度の説明があり、震度の数値がどのくらいの揺れの強さに対応し

ているかが書かれている。また、地震が起きたときに自分がいる場所に応じた避難行動を

説明している。例えば家にいる時に被災した場合には、テーブルの下に入って身体の中で

も特に頭を優先的に守ること、建物の倒壊などの危険性があるため外に出ない方が良いこ
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とが書かれている。さらにスマートフォンで得られる地震速報の内容や帰宅時の注意にも

触れられている。地震発生時には多くの交通手段が使えなくなるため、会社や学校で待つ

ことを推奨すると書いている。 

避難所について 災害時に逃げる場所、いわゆる避難所について書かれている。具体的

には、避難所は学校・体育館などが指定されていることや、避難所に行けば水・毛布など

が入手できることなどである。さらに、逃げる時には自宅の電源を切ること、車を使わな

いこと、住んでいる周囲の避難所の位置確認や避難所マークも書かれている。 

災害前の準備 災害時には水や電気などが使えないため、家で備えると良い内容が書い

てある。例えば、食べ物・飲み物・簡易トイレ・懐中電灯などだ。また、災害時に正しい

情報を得られるアプリ、Web サイトの紹介や外国人のためのヘルプカード、地震時にも使

える Wi-Fiなどの役に立つ情報が挙げられている。 

 台風・大雨 警戒レベル別に取るべき行動が書かれている。レベル 1〜2にはハザード

マップで逃げるルートを考えておき、レベル 3では高齢者・子どもなど社会的弱者を優先

することが書いてある。レベル 4には避難指示によって安全な場所に行くこと、レベル 5

では命が危ないため、安全な建物にすぐ逃げる緊急安全確保が重要となる。レベル 4まで

には必ず逃げることが大事だと注意している。また、台風の時には交通手段が止まる場合

があるため、交通の情報を Webサイトで確認するよう勧めている。さらに、大雨の時には

水が溢れる可能性があるため、川の近くに行かないこと、地下にあると逃げ遅れること、

外にいる時には高い場所に逃げることなどの注意書きが述べられている。 

以上のように、外国人向けの防災パンフレットでは、地震、台風、大雨など、日本でよ

く発生する災害に対する基本的な知識と対策を提供している。震度の説明や避難行動、避

難所の利用方法、災害前の準備に関する具体的なアドバイスが含まれているほか、台風や

大雨に対する警戒レベルごとの行動指針も分かりやすく示されている。 

しかし、防災パンフレットが広く読まれていないという問題がある。認知度の向上が重

要であり、外国人コミュニティにおいてもっと効果的に情報を普及する手段を模索すべき

である。また、避難所に関する内容が一般的であり、より具体的な情報や例が加えられる

と、外国人が迅速かつ正確に行動できる可能性が高まるだろう。総じて、このパンフレッ

トは基本的な情報提供に優れているが、読者の関心を引きつけ、行動を促進するために

は、より具体的で読みやすいコンテンツが求められる。 
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第3項 洪水・土砂災害ハザードマップ 

 ハザードマップとは、「災害への備えに欠かせないツールであり、自然災害が発生した

場合の被害を予測して、被災想定地域や被害の範囲、避難場所や避難経路などを地図上に

表示したもの」と定義される（防災生活，2019）。ハザードマップの対象となる主な災害

と、そこに記載されている内容の一覧を、図表 3-6 に示す。災害の種類には、洪水や内水

氾濫、土砂災害などの水害や、地震、津波などがある。また、ハザードマップに書かれて

いる情報としては、地震に対しては発生時の被害範囲、建物被害の予測などがあり、水害

に対しては浸水域、避難場所、避難経路などがある。 

 

図表 3-6 ハザードマップの対象となる主な災害（防災生活，2019） 

種類 表示内容 

洪水 河川氾濫時に想定される浸水域、浸水深、避難場所、避難経路など 

内水 内水氾濫時に想定される浸水域、浸水深、避難場所、避難経路など 

土砂災害 土石流、がけ崩れ、地すべりの発生危険地域 

地震災害 地震発生時の被害範囲、建物被害予測、地盤の液状化リスクなど 

火山防災 噴石、火砕流、融雪型火山、泥流などの影響が及ぶ範囲など 

津波 津波が陸上へ押し寄せた場合の浸水域や浸水深など 

高潮 海水の堤防を越えた浸水が想定される地域と浸水深など 

 

 多摩市役所のホームページによると、同市には地震と水害・土砂災害のハザードマップ

がある。地震のハザードマップには「市内の市立小・中学校の校庭などを避難場所に、そ

の体育館などを避難所に指定しており、避難所に地区防災倉庫を設置して、開設用の資器

材や食料などを備蓄する」と書かれている（多摩市，2021b）。水害・土砂災害のハザー

ドマップでは、多摩圏の川の合流地点を踏まえた想定される浸水区域と「土砂災害警戒区

域及び土砂災害特別警戒区域」の内容がある（多摩市，2021a）。言語は日本語のみだ

が、文字よりは図が中心である。多摩市役所防災安全課には閲覧コーナーがあり、ハザー

ドマップの他、多摩市の浸水履歴や土砂災害特別警戒区域の工事図書なども見ることがで

きる（図表 3-7、図表 3-8）。このように、ハザードマップには詳細な情報が書かれてい
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るが、字が小さくて見にくいことや、日本語のみで他の言語に対応していないことが問題

として挙げられる。 

 

図表 3-7 多摩市役所防災安全課 ハザードマップ閲覧コーナー（筆者撮影） 

 

 

図表 3-8 多摩市役所防災安全課 閲覧コーナーで見ることができる資料（筆者撮影） 
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 以上のように、多摩市役所では外国人を対象として災害関連情報をまとめたパンフレッ

トや、災害時に役立つアプリの案内など、様々な災害に対応できる広報物がある。また、

ハザードマップなどの閲覧コーナーも設けられている。 

第4項 多摩市役所（防災安全課 西野泰生主査） 

 多摩市では地域住民の安全と安心を確保するためにどんな防災対策が実施されているの

か、多摩市役所防災安全課の西野泰生主査へのヒアリングをおこなった。 

 多摩市の防災対策には、地域防災計画や洪水・土砂災害ハザードマップの作成、自主防災

組織への支援、防災訓練や災害備蓄品の配布などが含まれる。市内では、平成 28（2016）年

9月に大栗川が氾濫して市内の一部地域で浸水被害が発生したことから、市民の洪水への意

識が高まったという。令和元（2019）年には台風 19号が多摩市にも大きな影響を与え、河

川の増水や土砂災害の危険性が高まったことで新たな防災対策が始まっている。 

 地域防災計画は、災害の予防、応急、復興の各段階における対策を具体的に定めており、

地域住民の生命、身体、財産を災害から守ることを目的とする。多摩市は、災害対策基本法

に基づき、震災編と風水害編に分けて地域防災計画を策定している。この計画では、災害の

種類に応じて対策を分類しており、それぞれの災害によってリスクや対応策を明確にして

いる。地域住民は自分の住む地域や立ち寄る場所の災害リスクを把握しやすくなり、適切な

避難行動をとることにつながる。 

 洪水・土砂災害ハザードマップについては、少なくとも 3年に 1回の頻度で更新され、最

新の情報を反映している。これにより、地域住民は変化する災害リスクに対応できるように

なり、過去の記憶や情報に基づいた誤った判断を避けることができると市は期待している。

さらに、地域住民との協力を強化して情報提供の質を向上させるために、防災情報の内容に

ついてのフィードバックや要望事項を収集している。自分たちの声が反映された情報を入

手できるようになれば、地域住民の防災意識や参加意欲が高まるのではないか。防災情報の

提供は市のホームページを通じておこなわれており、市民が防災情報にアクセスしやすく

することによって、災害時の混乱やパニックにならないことが期待される。  

 一方で、これらの防災対策には、改善の余地があると考えられる。洪水・土砂災害ハザー

ドマップや防災パンフレットなどの防災情報は、多摩市のホームページに掲載するだけで

なく、SNSやメールなどの他のメディアでも発信すべきだろう。そうすれば地域住民は自分

たちが普段利用しているメディアで情報を受け取ることができるようになり、情報の伝達

効率や到達率を高められる。そのうえで洪水・土砂災害ハザードマップや防災パンフレット
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などの情報では、専門家向けの用語や記号は避け、市民にとってわかりやすい言葉や図表で

表現することが必要となる。地域住民にとって興味を持ちやすい形で提示するために、家や

学校の位置を入力すると、その場所の災害リスクや避難場所を教えてくれるアプリが必要

となってくる。これにより、地域住民は情報に対する関心や行動への意欲を高めることがで

きるだろう。 

 一般的に防災という言葉が使われると、地震が最初に思い浮かぶことが多いかもしれな

い。しかし、実際には多摩市のように水害の危険性が高い地域では、地震だけでなく、河川

の氾濫や洪水なども重要な課題として考えなければならない。多摩川やその支流が市内を

流れており、水害への備えは欠かせない。 

 水害は地震と異なり、気象情報や河川水位の観測に基づいて、ある程度の予測が可能であ

る。市では、気象庁や河川管理者と連携して、水害の発生可能性や影響範囲を把握し、住民

に適切な防災情報を提供している。水害に備えて、34 カ所の避難所の空き情報を提供でき

るようになっており、この情報提供は株式会社バカン（VACAN）との協定に基づいておこな

われているとのことである。避難所の混雑状況をリアルタイムで提供するもので、住民にと

って非常に有用な情報となるだろう。適切な避難のために欠かせない要素であり、災害時に

おける住民の生命安全の確保に大いに貢献している。 

 さらに、エリアメール、ウェブサイト、TV のデータ放送、広報紙などさまざまなメディ

アを通じて、水害の警戒レベルや避難勧告、避難所の開設状況などを伝えている。この取り

組みは、住民に水害の危険性や避難の切迫性を知らせるもので、住民の防災意識や行動を促

す効果があるだろう。水害の情報を多様なメディアで提供することは、住民が情報を知る機

会を増やし、水害の防災対策の普及に寄与している。 

 一方で、水害に対する情報提供では、いくつかの課題が浮き彫りになっている。こうした

情報は降雨量や河川流量の変化によって常に更新されているが、タイムラグや不確実性を

住民に十分に理解させることが難しい現状がある。また、防災情報の受信には、インターネ

ットやテレビなどの通信手段が必要であるが、水害の影響で通信環境が悪化する恐れがあ

る。さらに、自主避難を優先し、避難所は最終手段と位置づけられている点だ。 

 このため適切な避難手順を講じることができないリスクを伴う可能性が大きいと考えら

れる。具体的には、水害の際に自己避難を優先することで、住民が水害の危険性を過小評価

したり、避難所の利用に抵抗感を持ったりすることが心配される。それにより水害の被害を

拡大させてはならない。そのため、自己避難と避難所の利用のバランスを見直し、住民に適
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切な避難のタイミングや方法を教えることが必要であると考えられる。例えば、災害の警戒

レベルに応じて、避難の段階や選択肢を示す避難指針を作成し、住民に周知することである。 

 また、水害リスクに関する情報を正確かつ分かりやすく提供し、適切な避難の重要性を周

知することが必要となろう。自治体と住民のコミュニケーションを強化し、危機管理におけ

る連携を促進することは効果的だ。地域住民の安全は自治体と住民との連携と協力にかか

っている。 

 水害対策では、情報提供だけでなく他の対応も重要である。河川の整備や治水施設の建設、

土地利用の規制や誘導、避難計画の策定や訓練などである。水害のリスクを低減するだけで

なく、地域住民の防災意識や行動を向上させる効果も期待できる。しかし、費用や時間、合

意形成などの制約があることも認識する必要がある。そのため、水害の防災対策は、水害の

特性や地域の状況に応じて、適切に組み合わせることが重要となる。 

 市は自宅や職場での備えや避難方法などを広報紙や防災パンフレットなどで周知するこ

とに努めている。また、ホームページでは、災害時の情報入手方法や避難所・防災マップな

どを掲載している。さらに、市民に対して、防災訓練や自主防災組織の参加を呼びかけてお

り、地域の防災力の向上を図っていることがわかった。これらの取り組みは、地域住民が自

分の身を守るための「自助」の意識を高めるとともに、近隣住民との連携や協力を促す「共

助」の基盤を築くことにつながる。 

 要配慮者や帰宅困難者などの特別なニーズへの対応も重要である。要配慮者とは、高齢者

や障がい者など、災害時の避難や生活に困難を抱える可能性の高い人々のことである。市で

は、要配慮者に対して、バスを手配して輸送するなどのサービスを提供することにしている。

また、要配慮者の登録や避難行動要支援者の申請なども受け付けている。避難のためのバス

の手配は、緊急時に効果的な手段として期待される。水害リスクのある地域に住む要配慮者

の安全を優先的に考え、適切な避難策を講じる姿勢を反映している。 

 一方、帰宅困難者とは、災害発生時に職場や学校などにいて自宅に帰ることができなく

なった人々のことである。この取り組みの一環として、市役所は駅周辺において一時滞在

施設の確保に力を入れている。ここでは帰宅困難者が安全に休息や食事をとることができ

る。以下の公共施設を指定している（図表 3-9）。  
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図表 3-9 一時滞在施設の指定（多摩市，2022c） 

施設名 所在地 最寄り駅 収容人数 

ヴィータ・コミューネ 多摩市関戸 4-72 聖蹟桜ヶ丘駅 740人 

関・一つむぎ館 多摩市関戸 4-19-5

健康センター3階 

聖蹟桜ヶ丘駅 260人 

ベルブ永山 

 

多摩市永山 1-5 永山駅 410人 

パルテノン多摩 多摩市落合 2-35 多摩センター駅 

唐木田駅 

1,400人 

注）「ヴィータ・コミューネ」及び「ベルブ永山」については、多摩市専用部分以外の施設

利用は関係者と災害時応援協定を締結する。また、関・一つむぎ館は、周辺に停電が発生し

ている場合や、ヴィータ・コミューネが満員となった場合に開設をおこなう。 

  

さらに、外国人に向けて、避難所の看板などにピクトグラムを活用することで、言葉の壁

を越えることを目指している。これらの取り組みは、地域住民が行政や社会の支援を受ける

ための「公助」の体制を整えることにつながる。 

自宅や職場での備えを積極的に広報していることがわかったが、中でも「無事です」と印

刷されたゴミ袋を用いた家の安否確認の取り組みは興味深い。他の自治体での実施例は限

られており、多摩市独自のアイデアであることを初めて知った。大学生としても注目すべき

施策であり、若い層にも浸透すると、地域全体の安否確認体制の向上に寄与できる可能性が

あろう。 

このほか、外部との連携も重視しており、大学は研究調査やデータ提供での協力が期待さ

れている。防災士を輩出している国士舘大学は、社会福祉協議会も含む三者協定を結んでお

り、災害時にはボランティア活動や避難所運営の支援をおこなっている。 

さらに市は防災ゲームの開発も進めている。小学生向けのゲームであり、持ち出し袋の中

身や避難先での利用性をプレーのなかで考えてもらうことで、防災意識を醸成するものだ。 

多摩市における民間企業との連携においては、具体的な地域の特徴に基づいた避難所の

確保などが挙げられた。地域社会を構成する様々な要素を総合的に考慮している。聖蹟桜ヶ

丘駅付近には公共施設が少ないため、京王ショッピングセンターやタワーマンションの駐

車場などを垂直避難所として指定しているとのことである。また、発災時の多摩川の状況を

把握するために、ドローンによる中継を企業と協定しておこなうことにしている。異なるバ
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ックグラウンドを持つ外部組織との連携や協働が、より効果的で包括的な防災協力対策に

繋がることを期待したい。 

最後に、教育機関、公的機関、民間企業の「三方よし」の連携を実現するには、目的の共

有が不可欠なことを指摘したい。市役所が抱える課題と大学の研究、企業の活動が直接的に

結びつくことで、より実用的で具体的な成果が期待できる。大学生は、自らの研究や提案を

通じて、地域の防災に関する実践的な解決策を提供することが求められている。また、大学

が持つ機動力や柔軟性を生かし、市役所が難しいと感じる部分に対しても協力できる余地

がある。若い世代の意見を取り入れることで、新たな視点が生まれる可能性がある。多摩市

役所と大学生との連携は、地域社会の防災力を向上させるための貴重な方策となるだろう。

この連携が円滑かつ効果的に進むよう、市民と大学生が共に協力し、地域全体の安全と安心

を確保する手助けとなることを期待している。これらを通じて、地域住民が他の地域や組織

と連携し、協力する「協助」のネットワークが拡大するだろう。 

 多摩市は、自助・共助・公助・協助の 4つの観点から、地域住民と地域の防災力の向上に

取り組んでいる。しかし、防災対策は決して完璧なものではなく、常に見直しや改善が必要

である。私たち大学生も、多摩市の防災対策に関心を持ち、自分たちの考えや提案を発信し

たい。先ほど報告したように小学校の児童たち向けの防災ゲーム開発に着手している。これ

は、防災教育を楽しく学べる素晴らしい取り組みであり、私たちも自分たちの専門性や趣味

を活かして、防災に関するコンテンツを作成することができるのではないか。また、多摩市

の防災対策について、他の大学や自治体との比較や検証をおこなっていきたい。 

 多摩市役所防災安全課でのヒアリングを通じて、市全体の防災力向上に向けて取り組ん

でいる様々な事例に触れることができた。市の取り組みは、水害に対する具体的な対策と情

報提供の向上を目指しており、住民の安全確保に向けた一歩と言える。課題に対処し、住民

の意識を高めるためには継続的な努力が求められる。水害リスクの予測と適切な対策のた

めに、多摩市の取り組みが成功を収め、他の自治体にも好影響を及ぼすことを期待したい。 

第2節 防災館による情報発信 

 多摩圏における水害に対する防災意識、防災マニュアルの効果や改善点、需要とニーズ

の関係といった問題意識を深めるとともに、防災情報の発信方法やその内容を調査するた

め、立川防災館および本所防災館を訪問した。 



 195 

第1項 立川防災館 

 令和 5（2023）年 7 月 7 日に立川防災館を訪問した（図表 3-10）。立川防災館は、東京

都立川地域防災センター内に設置された防災教育施設であり、旧立川飛行場の一部を利用

して整備された広域防災基地の一部を構成している。この基地は、人員・物資の緊急輸送

の中継・集積拠点で、自衛隊や消防、警察、DMAT（ディーマット）などの援助隊の運用

や受け入れを担う。災害時の応急対策活動での中核として機能することが想定されてい

る。 

 

図表 3-10 立川防災館外観（筆者撮影） 

 
 

 立川防災館では、防災情報として、家具転倒対策についてのコーナーが設けられていた

（図表 3-11）。地震などの災害時に家具や家電が倒れるのを防ぐために、壁や床に固定し

たり、落下防止のネットやストッパーを取り付けたりするものだが、地震はいつ起こるか

わからない。突発的な揺れによって家具や家電が転倒すると、人的、物的な被害が大きく

なる恐れがある。転倒した家具や家電は、ケガの原因になるだけでなく、火災の引き金に

なったり、避難経路を塞いだりする。その結果、自分だけでなく、家族や近隣の人たちに

も被害をもたらす。そうならないためには、日頃から家具転倒対策を実施することが重要

である。 

これらの対策は、専門業者に依頼することも可能だが、自分で簡単にできるものもあ

る。例えば、テレビやパソコンなどの小型家電は、滑り止めシートやベルトで固定するこ

とが一つの方法である。また、本棚や食器棚などの扉は、マグネットやストッパーで地震

の際も開かないようにすることができる。これらの対策は、地震以外にも、台風や強風な

どの時にも有効である。 
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図表 3-11 家具転倒対策 体験コーナー（筆者撮影） 

 

 

 立川防災館の「救出救助コーナー」は、災害に備えて自分や他人の命を守るための訓練

ができる体験型学習施設である（図表 3-12）。ここでは、地震や火災などの災害が起きた

ときに、どうすれば被災者を見つけて救出できるかを学ぶことができる。崩壊した建物や

道路などをリアルに再現した空間があり、ヘルメットや手袋などの防護具を着け、瓦礫や

障害物を乗り越えながら要救助者の声や姿を探す。見つけた場合は、安全な方法で救出

し、応急処置を施す。この実地訓練により、災害現場での危険や困難に対処する能力を習

得することができる。一人でも多くの命を救うためには、自分自身が被災者にならないこ

とが大切であるが、やむなく被災者になってしまった場合には、自分だけでなく他人も助

けることができるようになることが重要である。「救出救助コーナー」では、そんな災害

への備えと対応の心構えを学ぶことができる。 
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図表 3-12 救出救助コーナー（筆者撮影） 

 

 

「応急救護訓練室」は、心肺蘇生法や自動体外式除細動器（AED）の使い方など、緊急

時に役立つ救命技術を学ぶことができる（図表 3-13）。ここでは、訓練用の人形を使っ

て、実際の状況に近い形で救護の手順を習得した。心肺蘇生法は、心停止や不整脈に陥っ

た患者の心臓のポンプ機能を代行する手技であり、AEDは心臓に電気ショックを与えて正

常なリズムに戻す装置である。これらの措置は、救急隊到着前に適切におこなえば患者の

生存率を向上させる可能性があるが、誤った方法では効果がないばかりか危険も伴うとの

ことである。そのため、「応急救護訓練室」では専門の指導員から指導を受けるととも

に、人形の反応や音声ガイダンスを通じてフィードバックを得ることができた。「応急救

護訓練室」は、自分自身や他者の命を救うために必要な技術を身につけることができる貴

重な体験の場である。 

図表 3-13 応急救護訓練室（筆者撮影） 
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 「VR 防災体験コーナー」では、VR技術を活用して、地震や風水害などの自然災害を疑

似体験できる（図表 3-14）。これは、災害への危機意識や防災知識を高める教育的な取り

組みである。多摩地域は東京都内で最も土砂災害が起こりやすく、約 1万 2千箇所もの土

砂危険箇所があるという。これらは大雨や地震で崩れて住宅や道路に被害を与える恐れが

ある。VR技術で土砂災害の発生や被害をリアルに再現してみると、自分も危険にさらされ

るかもしれないと気づき、避難や予防の方法を考えるきっかけになった。VR体験後に専門

家から解説やアドバイスを聞けて役に立った。 

 

図表 3-14 VR防災体験コーナー（筆者撮影） 

 

 

 立川防災館が発信している防災情報に接することは、自分の住む地域の土砂災害リスク

に対する認識を高める効果を持ち、日頃から防災情報や避難方法に注意を払うことが自助

や共助の精神を活かすために重要であることがわかった。また、それぞれ地域の環境や地

理に合わせた防災館を立ち上げることも必要だと感じた。有効な防災対策の一つといえ

る。立川防災館では、地震や火災に加え水害も強く意識していた。私たちも同様に、自分

たちの住む地域の特性や問題点を把握し、それに応じた防災対策を考えていく必要があ

る。今後は、立川防災館で学んだ知識や体験を活用し、他の学生や地域住民とも協力して

防災に取り組んでいきたいと考えている。 

第2項 本所防災館 

令和 5（2023）年 6月 24日に本所防災館を訪問した（図表 3-15）。本所防災館は東京都

墨田区横川に位置し、錦糸町駅から徒歩約 10分の距離にある。東京都消防庁本所都民防災

教育センターに設けられた防災教育施設であり、起震機を使った地震の揺れの体験、初期消

火や応急救護、火災の煙からの避難要領など、防災に関する知識や技術を学ぶことができる。

なお、同センターが運営する防災館は本所防災館のほかに、立川防災館、池袋防災館があり、

このうち本所防災館では風水害の危険性を深く体験できる。 
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施設の担当者の案内のもと、約 1 時間半の被災体験をおこなった。関東大震災の被災状

況を再現映像で学んだのち、煙、地震、ゲリラ豪雨、浸水時における水圧の危険性を体験し

た。 

 

図表 3-15 本所防災館の外観（左図）と集合記念写真（右図）（筆者撮影） 

 
 

防災シアター 

 防災シアターは防災に関する映像を見て、災害への備えや対策を学ぶことができる施設

で、様々な自然災害や防災・減災の取り組みを紹介する映像が流される。私たちは関東大震

災の惨事を、当時書き残した記録をもとに再現した映像を通じて学んだ。関東大震災は大正

12（1923）年 9月 1日に発生し、昼飯の準備をしている時間帯であったこともあり、火災に

よる被害が拡大した。木造建屋の倒壊により命を落とした人もいたが、火災による焼死が多

数を占めていた。 

地震発生後、死亡者・行方不明者が増加する中で効果を発揮したのは、地域住民による共

助であった。食料や毛布など生活を支えるものを共有しあったことにより、尊い命を守るこ

とができたのである。これ以降「最悪の災害を想定した最善の準備」を考えるようになり、

現在の我が国の防災意識を高めるきっかけともなっていることを忘れてはならない。災害

大国でもある日本として防災に関する情報や知識を共有し、平時から地域や社会全体で災

害に備えた意識を高めることは重要である。また、個人レベルでの備えだけでなく、地域や

組織の協力も欠かせない。 

 

煙体験 

火災時における死亡原因の大半は煙による一酸化炭素中毒、窒息である。本コーナーでは、

煙が充満している室内で出口を目指すという、火災時における避難を体験することによっ

て、避難時の注意点や難しさを学ぶことができる。 
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体験前に、煙の特徴や避難時の注意点に関する説明があった。例えば、煙は低いところか

ら高いところへ移動する特徴を持っているため、避難時には身を低くして中腰になり、手で

壁に触れながら前進をするのが原則であると知った。その際、口と鼻をハンカチやマスクで

覆うこと、防煙のために扉が閉鎖されている可能性があるため、頭上又は地面にある避難経

路の指示を確認しながらの避難が重要であることも指摘された。また、避難時には人数確認

を必ずおこない、特に子どもや高齢者がいる場合は必ず付き添うようにとのことであった。 

実際に体験したところ（図表 3-16）、誘導灯の指示を見忘れて進むべき方向が定まらな

くなることがあった。実際現場にいたらと思うと、ぞっとする体験であった。 

 

図表 3-16 煙体験をおこなう様子（筆者撮影） 

 

 

地震体験 

地震を再現した揺れを体験するコーナーである。地震の震源地をあらかじめ予測するこ

とは可能でも、いつ発生するかは予測できない。そのため平時から地震発生時に自らの命を

守る方法を知る必要がある。 

強い揺れを感じた際、迅速に身の安全を確保する行動に移すことが必要となる。本体験で

は、頭上からの落下物を避けられる場所や屋外に避難すること、机がある場合は両手で机の

脚を握って身をかがめること、机などがない場合は頭を手で囲い膝とつま先を地面につけ

かがみこむことが説明された。この際、地震の揺れによる脳震盪を避けるため、頭を地面か

ら離すとの注意もあった。 

今回、本施設で体験した揺れは関東大震災と同規模のマグニチュード 7.9相当のもので、

激しい縦揺れにより、まともに体を安定させることができなかった。当時の木造住居が倒壊

する様子を想像することができた（図表 3-17）。 
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図表 3-17 地震体験をおこなう様子（筆者撮影） 

 

 

ゲリラ豪雨体験 

人工的に暴風雨を起こし、実体験できる施設である。指定のレインコ―ト、レインブーツ

を着用し、防水をしっかりおこなったうえで体験に臨んだ。設備では、暴風雨、暴風の 2種

類を体験できる。暴風雨体験は雨量 50ミリメートル/h相当の水が頭上から降り注ぎ、防風

体験では風速 30 ミリメートル/s相当の風が吹きつけられる。雨量 50ミリメートル/hは予

報用語としての「激しい雨」であり、バケツをひっくり返したようなイメージを受けるレベ

ルである。また、風速 30ミリメートル/sは予報用語として「非常に強い風」という分類に

なり、特急電車のレベルに相当する勢いの風である。その両方を一回で体験できた。 

暴風では、体を安定させるのが非常に困難であった。安全柵があり、これを握っておくこ

とでかろうじて立てるほどであり、命に係わる危険な状況であることがよく分かった。また、

強風は凶器ともなることを認識することが重要であると説明された。あらゆるものが飛ば

されてくる危険性がある上に、雨水が目に入り込むことにより視野を著しく奪われるうえ

強風によって安定感を失うことから、なおさら危険性が増す。最善の対策として、天気予報

を詳しく確認し、暴風時には屋外には出ないようにというアドバイスがあった（図表 3-18）。 
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図表 3-18 ゲリラ豪雨体験後職員との交流（筆者撮影） 

 

 

浸水時の水圧体験 

浸水時の自動車のドア、建物の扉の重さを体験した。10センチメートル、20センチメー

トル、30 センチメートルの浸水があったとき、自動車のドアや建物の扉を開けることがど

のくらい困難になるかを試すことができる。 

浸水時において水の重さを甘く見てはならない。河川の氾濫などにより自動車のドアや

非常口の扉などが浸水した場合、水圧がかかるために通常時よりも重く、もしくは開かなく

なる。氾濫した水は標高の低い場所に流れる性質から、鉄道の下を通るアンダーパスや地下

道に流入する。そのため、通勤に使用する道などでは平時からこのような低地を把握し、有

事の際には避けるルートをあらかじめ考える必要がある。 

体験したところ、10 センチメートルの違いであったとしても、驚くほど重みが違うこと

が分かった（図表 3-19）。体験コーナーでの説明では、自動車で浸水事故にあった場合の

対策として、ガラスを意図的に割るハンマーの利用などが紹介されていた。 
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図表 3-19 浸水時の水圧体験をおこなっている様子（筆者撮影） 

 

 

本所防災館では様々な災害に関して、概要や危険性の説明、被害を防ぐための対応策の展

示があった。また、体験コーナーでは、災害が起きたときにはどのような状態になるか、身

をもって学ぶことができた。こうした展示・体験コーナーによって、来館者は自身の防災意

識を高め、被災したときにどのような行動を取ればいいかを知ることができるようになる。

これにより、防災館による情報発信は、災害における自助を促進する効果があると考えられ

る。 

一方で、展示や体験には地震に関するものが多く、水害は相対的に少なかった。水害の規

模が大きくなっている昨今の状況から踏まえると、今後は水害についての情報発信を手厚

くする必要がある。 

第3節 アンケート調査 

 多摩大学の防災拠点化を考えるにあたり、学生・教職員の防災意識や避難行動に対する

認識や防災に欠かせない資料・データの活用状況、避難場所の認知度の実態を把握するこ

とは重要である。こうした問題意識をもとに、多摩大学の学生を対象としたアンケート調

査をおこなった。実施期間は令和 5（2023）年 7月 18日から 7月 26日までであり、

Google フォームで実施した。 

 項目は 2つのカテゴリーに分けられる。一つ目は、災害に対する意識調査で、具体的に

は、防災に対する関心度、台風・水害、地震、火災に対する関心度などである。二つ目
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は、防災マニュアルに関する調査で、防災対策資料の利用経験、防災対策資料の見やす

さ、最も重要だと思う機能や情報などを聞いた。 

 回答者は 291名（男性 227名、女性 64名）であった。このうち日本人学生は 245名、

留学生は 46 名であった。また、日常での使用言語として日本語と回答したのが 242名、

中国語は 44 名、韓国語 1名、英語 4名であった。 

 日本人学生と留学生の間での防災に対する関心度は、日本人学生は 4点満点で 2.61

点、留学生は 3.15点だった。このことから、留学生の方が日本人学生よりも防災に対す

る関心が高いと言えるだろう。 

 では、防災関心度は分野によっても違いがあるのだろうか。そこで、台風・水害、地

震、火災の 3分野に対する関心度を比較した。まず、台風・水害に対する関心度は、他の

災害と比較すると日本人学生、留学生ともに低かった（図表 3-20）。日本人学生の平均値

は 5点満点で 3.08点、留学生は 3.59 点である。台風・水害は日本では比較的頻繁に発生

し、日常的に対策を講じていることから、特別な関心を持たない可能性がある。他に比べ

て被害の深刻度や危険性が低いと感じているかもしれない。次に、火災に対する関心度

は、日本人学生も留学生も中程度で、日本人学生は 3.13 点、留学生は 3.60点となった。

火災の発生は日本では比較的少なく、予測が難しいこともあり、あまり関心を払わない可

能性がある。最後に、地震に対する関心度は、日本人学生、留学生ともに最も高く、日本

人学生は 3.51点、留学生は 4.04 点だった。日本では地震が多く発生し、予測や予防が難

しいため、高い関心を持っていることがわかる。このことから日本人学生、留学生のいず

れもが地震を最も警戒しており、台風・水害に対してはあまり注意を払っていない傾向が

見られる。 
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図表 3-20 日本人学生および留学生の台風・水害に対する関心度（筆者作成） 

 

 

 

 続いて、防災対策資料について、日本人学生と留学生の意識を調べた。その結果、日本

人学生（245名）の 60%が資料を利用したことがあり、留学生（46名）は 63%が利用して

いた（図表 3-21）。 

 

図表 3-21 日本人学生および留学生の防災対策資料利用率（筆者作成） 

 

 防災対策資料として「多摩市洪水・土砂災害ハザードマップ（多摩市，2021a）」をと

りあげ、内容の見やすさと、最も重要だと思う機能や情報について質問したところ、日本
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人学生（245名）のうち 94%が使いにくいと回答し、留学生（46名）も 80%が同様の回答

だった（図表 3-22）。 

 

図表 3-22 多摩市洪水・土砂災害ハザードマップの見やすさ（筆者作成） 

 

 

 このハザードマップは内容が複雑で分かりにくく、利用者にとって有効な防災対策資料

となっていない可能性がある。この点では言語や文化の違いに関係は見られない。 

 防災対策資料において最も重要だと思う機能や情報について、日本人学生と留学生が共

通して挙げたのは、「避難方法や避難行動に関する具体的な指示」「安全確保や危険回避

のためのアドバイス」「緊急連絡先や救援機関の情報」などであった。これらは、防災対

策資料の基本的な情報であり、日本人学生と留学生の間で防災に関するニーズに違いはな

い。防災対策資料を利用した経験も、日本人学生と留学生の間で大きな差はなかった。こ

れは、「多摩市洪水・土砂災害ハザードマップ」が、インターネット上で容易にアクセス

できるからと考えられる。市区町村の防災対策資料は、災害時に住民が安全に避難できる

ように必要な情報を提供するものである。しかし、現在の資料には多くの問題点が指摘さ

れた。そこで、日本人学生と留学生の回答をもとに改善点や追加すべき内容を分析した。 

 まず、日本人学生の回答からは、三つの主な改善点が指摘できる。一つ目は、文字の大

きさと見やすさである。ほとんどの回答者が、文字が小さくて読みづらいという問題を挙

げている。また、情報が多くてごちゃごちゃしているという印象もある。文字を大きくす

るだけでなく、ピクトグラムや短い文で簡潔にまとめるなど、視覚的にわかりやすくする

工夫が必要である。二つ目は、避難場所と目印である。避難する際に自分が向かうべき場

所がすぐにわかるようにしてほしいという要望が多く寄せられた。地区ごとに色分けする

など、地図上で避難場所を明確に示すことが重要である。また、避難の際に目印になる建

物なども分かりやすく表記することが望まれる。三つ目としては、3Dシミュレーションで

ある。災害時の状況をよりリアルに想像できるように、追加してほしいという意見があっ
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た。3D シミュレーションは、災害の規模や影響範囲を視覚的に示すことができるだけでな

く、住民の防災意識や行動力を高める効果も期待できる。 

 次に、留学生の回答からは、以下の二つの改善点が見つかった。まず、さらなる多言語

化である。外国人住民にも防災対策資料を理解してもらうためには、英語だけでなく、そ

の地域に多く住む外国人の母国語にも対応することが望ましいとの回答があった。二つ目

は、絵や図の追加である。文字だけでなく、絵や図を使って情報を伝えることが重要であ

る。言葉の壁を越えて情報を伝えることができるだけでなく、視覚的に印象づけることが

できる。 

以上、日本人学生と留学生の調査結果から、市区町村の防災対策資料については、文字

の大きさと見やすさ、避難場所と目印、3Dシミュレーション、多言語化、絵や図の追加な

どを検討する必要があることがわかった。こうした要望を反映した資料ができれば、災害

時に住民が安全に避難できるだけでなく、防災意識を高め、実際の行動を促す効果も期待

できる。 

 今回の調査では、「多摩市洪水・土砂災害ハザードマップ」を対象に日本人学生と留学

生の意識を探ったことで、利用状況や評価について、両者の類似点や相違点を分析し、課

題と提言を示すことができた。さらに災害に対する関心度は、日本人学生と留学生ともに

高くないということがわかった。特に台風・水害に対する関心度は低く、過去に被害を受

けた経験が少ないことが要因と考えられる。しかし、台風・水害は近年頻発して被害規模

は大きくなっており、予測が困難な場合もある。台風・水害に対する意識を高めるために

は、実際の被害事例や予防策などを紹介する教育活動や啓発キャンペーンを実施すること

が求められるのではないか。今後は、大学の役割として防災教育や啓発活動を強化し、大

学生の防災意識と避難行動を向上させることが不可欠である。 

第4節 小括 

 第 3章では、多摩市での水害を中心とした防災対策に焦点を当て、特に、高齢社会や外国

人の増加に伴う情報発信の重要性を探求した。防災パンフレットなどの調査、立川防災館や

本所防災館での災害シミュレーション、学内アンケートなどを通じて、防災教育の重要性や

現行の防災対策における課題が浮き彫りになった。 

 多摩市役所防災安全課のヒアリングを通じて、地域の広範な防災対策が実施されている

ことが確認できた。しかし、情報提供の遅れや内容の不確実さ、通信環境の悪化など、被災



 208 

時における課題も浮かび上がった。水害に対する住民への情報提供が課題であり、適切な避

難指針や教育の必要性を認識した。 

 立川防災館では、具体的な家具転倒防止や救出救助の実践的なコーナーが設けられ、応急

救護訓練や VRによる被災体験を通じて、臨場感ある学習が可能となっている。本所防災館

では、関東大震災の再現映像を通して歴史的な被災状況を学び、続く煙体験や地震・豪雨・

浸水のシミュレーションなどを通じて、災害の危険性について体を使って理解できる環境

が整備されている。 

 多摩大学の在学生を対象に実施されたアンケート調査では、自治体の防災対策資料に対

する認識や要望が明らかになった。文字の大きさと見やすさ、避難場所と目印の明示、3Dシ

ミュレーション、多言語化、絵や図の追加などが要望として挙げられ、これらが適切に導入

されれば、住民が災害時に安全に避難するだけでなく、防災意識の向上と実際の行動促進に

寄与できる可能性が示された。  

 多摩市は自助・共助・公助・協助の 4つの観点から地域の防災力向上に取り組んでいる

が、これは絶えず見直しと改善が必要な取り組みであろう。水害に対する防災意識の向上

には、大学での防災教育や啓発活動が欠かせず、市民との連携を深めながら柔軟かつ効果

的に新たな課題に対応していくことが求められる。 
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第4章 防災拠点化の参考になる事例 

多摩大学の防災拠点化を提言するにあたり、大学に求められる機能や学生に期待される

役割を考察する必要がある。また、防災拠点となるためには、災害発生時に必要となる設

備の設置や、様々な資源の入手・保管・供給方法の構築が求められる。そのため、他大学

や先進事例の調査をおこなった。 

第1節 国士舘大学（防災・救急救助総合研究所 浅倉大地助教） 

令和 5(2023）年 7月 14日に、国士舘大学の防災・救急救助総合研究所に所属する浅倉

大地助教に、国士舘大学でおこなわれている教育と、外部との連携に関してヒアリングを

おこなった。 

 

組織の概要 

 国士舘大学防災・救急救助総合研究所は防災対策や防災に関する正しい知識を得ること

を目的として平成 23（2011）年 3月に設立された。東日本大震災時には厚生労働省から被

災地への派遣許可を得て支援事業に取り組み、それをきっかけに本格的に活動開始した。

現在は教員 7名（うち防災専門 3名、救急専門 4名）と職員 23名が所属している（国士

舘大学，n.d.）。 

 

国士舘大学でおこなわれている防災教育 

 国士舘大学でおこなわれる防災教育には、主にオリエンテーション時の「防災総合基礎

教育」、座学と実習によって構成される「防災リーダー養成論」、防災士の資格取得に向

けた「防災士養成研修」の 3種類がある。 

 このうち「防災総合基礎教育」は、入学時に新入生全員を対象としておこなわれる防災

教育である。その目的は自分と周りの命を守るスキルを身に着けることで、災害に対応す

るための知識習得、応急手当の方法などで構成されている。これはオリエンテーションの

一部としておこなわれ、時間は 2時間程度である。これをきっかけに新入生の防災への関

心を高め、その後の「防災リーダー養成論」の受講につなげることを目指している。 

 次に「防災リーダー養成論」は新入生の 3分の 1にあたる年間 1000 人程度が受講して

いる。この授業では様々な災害についての専門家によって授業がおこなわれている。「防

災リーダー養成論」の受講後には、実習科目である「防災リーダー養成論実習」を受講す
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ることができる。これは災害に対応するための知識と技術を習得する実践的な集中実習

で、防災専門家による講義だけではなく応急手当・搬送法・災害トリアージ、避難所運営

図上訓練（避難所 HUG）、BLS（Basic Life Support＝一次救命処置）、避難所間仕切り設

置訓練などで構成されている（国士舘大学，2019a）。これらの授業は日本防災士機構に

よって認証されており、これらを受講することで、企業や地域などで防災リーダーとして

の役割を期待される防災士資格取得試験の受験資格が得られるようになり、これまで 1000

人以上の防災士が誕生した。 

 第三に、「防災士養成研修」は、「防災リーダー養成論」「防災リーダー養成論実習」

を受講した学生のうち防災士資格取得試験の受験を希望する学生を対象に実施している。

2日間にわたり、防災士資格取得試験の合格に必要となる知識を学ぶ。 

 また、防災関連の他の授業として、2023年度より、「災害とドローン」が開講されてい

る（国士舘大学，2023；図表 4-1）。近年、災害時において、被災状況の把握や支援物

資・医薬品の輸送などでのドローンの活用が増えている。それを受け、この授業では、ド

ローンに関する知識や技術を習得することで、将来的に災害支援に貢献できることを目的

としている。授業は座学と実技講習によって構成され、受講後、授業内試験に合格する

と、国土交通省管理団体資格「UAS LEVEL 2」ライセンスを取得できる。2023年度の「災

害とドローン」の実技講習は多摩南野キャンパスで 5月 27、28日の二日間にわたってお

こなわれ、8人の学生が受講した。この授業では、操作方法を確認し、その後金網で全体

を覆った練習場で飛行の実地訓練をおこなった。 

 



 211 

図表 4-1 国士舘大学のドローン練習場（筆者撮影） 

 

 

国士舘大学と外部との連携 

 国士舘大学では、大学内での防災教育だけでなく、学外との連携をおこなっている。例

えば、地域での防災訓練の実施や、被災した地域に対する災害支援などである。 

 地域防災訓練では都立永山高校、千歳丘高校、町田高校が実施する宿泊を伴う防災訓練

に協力している。そこでは災害や防災に関わる講義や BLSなどを学ぶ。自分の命は自分で

守るようにシンプルなレベルで防災教育をおこなっている。また、多摩市教育委員会から

の要請で、小中学校が実施する宿泊を伴う修学旅行、スキー教室などにも研究所の救急救

命士が付き添い支援をしている。 

 災害支援ではボランティア派遣、他大学との連携などがある。まず、学生によるボラン

ティア派遣を実施しており、災害によって被害を受けた地域に入り支援活動をする。この

ボランティアには国士舘大学の 2つの防災教育となる防災リーダー養成論と防災リーダー

養成論実習の授業を受講している履修生および修了生のみが参加できる。この活動に参加

すると単位が取れるメリットがある。学生による防災ボランティア派遣実績は今まで 17

回おこなっており、計 658名程度が参加している（図表 4-2）。例えば、平成 30（2018）

年 7月の豪雨によって愛知県で被害を受けたため、国士舘大学はボランティアを派遣し、
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37名が参加した。また、令和元（2019）年 9月の佐賀豪雨では佐賀県杵島郡大町町、多久

市に 9名がボランティア派遣され、瓦礫撤去、油分清掃・除去、家屋の消毒、水路作成な

どをおこなった。資料を見るとコロナの影響を受け、参加する学生数が減っていたが、22

年から復活しているという（国士舘大学，2019a）。 

 また、他大学の連携としては世田谷区内にある国士舘・駒澤・昭和女子・成城・東京都

市・東京農業の 6大学が平成 13（2001）年から相互協力している。さらに、石巻専修大学

で実施された、災害時と同じような環境を作って 3週間程度泊まるプロジェクトに国士舘

大学を含め様々な大学が参加した。 

 そのほか、海外の救急医療機関との連携や研究、日本赤十字社と協定を結び、日本赤十

字社が主催するイベントへの協力などもおこなっている。 

 

図表 4-2 災害ボランティア派遣（国士舘大学防災・救急救助総合研究所，n.d.） 

日付 災害名 派遣場所 学生派遣人数 

平成 23（2011）年 3月

～4 月 

東日本大震災 東京武道舘 74 

平成 23（2011）年 3月

～5 月 

東日本大震災 宮城県南三陸町 61 

平成 23（2011）年 4月

5月 

東日本大震災 宮城県石巻市 191 

平成 24（2012）年 9月 東日本大震災 宮城県南三陸町 8 

平成 24（2012）年 5月 つくば市竜巻被害 茨城県つくば市 14 

平成 25（2013）年 10

月～11 月 

伊豆大島土砂災害 東京都大島町 22 

平成 26（2014）年 9月 広島市土砂災害 広島県広島市 12 

平成 27（2015）年 9月 関東・東北豪雨 茨城県常総市 61 

平成 28（2016）年 4月

～5 月 

熊本地震 熊本県益城町・西原

村 

34 

平成 28（2016）年 9月 台風第 10号被害 岩手県岩泉町 18 

平成 28（2016）年 11

月 

鳥取県中部地震 鳥取県北栄町、倉吉

市 

10 

平成 30（2018）年 5月 島根県西部地震 島根県大田市 14 
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平成 30（2018）年 8月 平成 30 年 7月豪雨 愛媛県西予市 37 

平成 30（2018）年 8月

～9 月 

平成 30 年 7月豪雨 岡山県倉敷市 25 

令和元（2019）年 9月 令和元年佐賀豪雨 佐賀県杵島郡大町

町、多久市 

9 

令和元（2019）年 10 月 令和元年房総半島台風 千葉県南房総市 1 

令和 4（2022）年 10 月 令和 4年台風第 15号

による大雨 

静岡県静岡市 65 

 

 国士舘大学は防災に関する人材を育てるため、オリエンテーションでの防災総合基礎教

育を始め、防災リーダー養成論・防災リーダー養成実習・防災士養成研修のような独自の

教育をおこなっている。そのため、学生は防災に関心を持つことになると考えられる。ま

た、校内だけではなく外部との連携として中学、高校と協力して防災訓練や教育、災害支

援のためのボランティア派遣、6大学との連携などを進めている。防災・救急救助総合研

究所が主導し、大学全体で防災に取り組んでいることが分かった。 

第2節 石巻専修大学（事務部事務課 尾形孝輔課長） 

平成 23（2011）年 3月 11 日午後 2時 46分、三陸沖を震源としたマグニチュード 9.0、

最大震度 7の大地震、いわゆる東日本大震災が発生した。石巻専修大学は、この地震の被

害地のひとつである宮城県に所在する。震災当時、事務方として災害時の大学運営を担当

した事務部事務課の尾形孝輔課長にヒアリングを行った。 

石巻専修大学は地域（図表 4-3）貢献と社会連携を通じて地域の復興に尽力しており、

この大震災の直後、大学は新たな社会貢献と耐震性能の向上を目指した。また周辺被災地

との連携を強化し地域復興に力を注いできた。各地からボランティアの受け入れ先になっ

たことで、被害を受けた石巻専修大学の学生の立場と地域を支援する大学の立場の 2点を

学んだ。 

石巻専修大学は、被災者の受け入れ、ボランティア活動の支援、教室や施設を避難所と

して提供するなど適切な行動をとることができた。さらに、震災を契機に防災対策への意

識を向上させ、指定避難所としての役割を果たした。地域再生にも積極的に取り組み、報

告書を通じてその取り組みを発信し、防災教育に貢献し、地域社会に対する貢献度を高め

ている。大学はボランティアセンターを設置し、ボランティア活動を支援した。地域社会
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との連携やボランティア活動においては地域貢献を優先し、目先の損得勘定を超えた使命

感を示した。 

 防災施設の整備、電力供給、非常用設備の向上も積極的におこなわれ、火災や地震とい

ったリスクに対処した。これにより、地域の安全度を高めた。 

 石巻専修大学はこの震災を通じて地域貢献と防災への取り組みを強化し、学内外での協

力を重要視した。その努力と継続的な支援により、大学は地域社会において重要な役割を

果たし、模範とされる。地域復興と防災への取り組みは、石巻専修大学の使命の一部とし

て今後も続いていくだろう。 

 

図表 4-3 石巻専修大学ヒアリング後の集合写真（筆者撮影） 

 

第3節 石巻市立門脇小学校 

 石巻市立門脇小学校は、東日本大震災の津波によって大きな被害を直接受けた。現在は

石巻市震災遺構石巻市立門脇小学校として、壊滅的な被害を受けた施設を整備し公開して

いる（図表 4-4）。展示によると、門脇小学校では地震発生から 15分後には裏山に向けて

避難を開始しており、避難をした全員が無事であった。その背景として、常日頃から意識

されていた避難訓練が役に立ったと指摘されている。児童には縦割り班活動により低学年

と高学年との交わりがあり、高学年生が低学年の児童の面倒を積極的に見ることが日常化

されていた。 
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 展示物の中には当時の児童の言葉があり、「門小は、避難訓練がすごくしっかりしてる

学校で、静かに黙ってついていかなくてはいけないものと思っていた。転校先は震災の影

響を受けていない地域だったので、雰囲気が違い、避難訓練はゆるくて、震災を体験した

身からするとなんの避難訓練なんだろうって思った」と書かれていた。この言葉から、石

巻市立門脇小学校の避難訓練への意識の高さがうかがえた。 

 

図表 4-4 被災当時のまま残されている門脇小学校の構内（左図） 

および展示物（右図）（筆者撮影） 

 

第4節 朝日教育会議 2023 

 令和 5（2023）年 10月 14日に東京・大手町で開催された朝日教育会議では、「住み続

けられるまちづくりを～関東大震災から 100年、暮らしや命を守るために今すぐできるこ

と～」というテーマで、防災や地域連携の専門家、拓殖大学による講演がおこなわれた。 

 

基調講演（気象予報士 石原良純氏） 

 気象予報士である石原氏は、昨今の異常気象についての話題を取り上げた。そもそも水

害発生のメカニズムには、海水温の上昇により発生する水蒸気が大きな役割を果たし、海

水温の高さが関係している。地球温暖化により熱せられた大気の熱の多くは、海水によっ

て吸収されているため、近年急激に水温が上昇しているのである。この水温上昇が、偏西

風の蛇行と、台風を引き起こす原因ともいわれている。このため、海水温の上昇は、我が

国の安全を脅かす存在であることは間違いない。 
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 異常気象の増加により、新たな被害の特徴もわかってきている。石原氏は、「発展途上

国を中心に被害が拡大している」ことを挙げており、加えて、「気象の二極化の局面を迎

えている」ことを指摘した。例を挙げるとこれまで砂漠地帯が多く広がる中東リビアで豪

雨が降り、甚大な被害を生んでいる。中でも石原氏は、平成 23（2011）年に紀伊半島を襲

った台風 12 号、令和 4（2022）年に立て続けに日本を襲った台風を挙げ、「気象の異常さ

に危機感を覚えた」と述べている。気象予測の精度は年々上がっており、平成 26（2014）

年に発生した広島豪雨の発生前に異常な気象データを感知するなど、気象予報は私たちの

生活を守る存在であることは確かである。しかしながら、「その予報をどのような方法で

伝え、避難といった対策を住民に促すか、予報・伝達・避難の 3つに対応した防災意識を

考えることが重要である」と、石原氏は語った。 

これが防災であり、気象予報という一つの道具をどのように活用するかを考えることが

重要であると同時に、平時から分かりやすく発信し、有事に素早く行動できるようにする

のが学生としての一つの役割でもあるのではないかと私たちは考える。 

気象予報士の石原氏による講演から水害を引き起こす異常気象のメカニズムについて理

解を深めることができた。 

 

拓殖大学（防災教育センター 濱口和久センター長） 

防災授業の開講 拓殖大学の防災教育センターの濱口和久センター長による講演による

と、同大学は、防災人材の人材育成に焦点を当て、社会で求められる人材を生み出す目的

で授業をおこなっているという。主な特徴としては、防災には自助と共助、公助の 3つの

見方があるが、一人ひとりが持つ自助に対する成長に重点を置いていることである。自助

は、自分が生き抜くための考え方もあるが、有事に備え、一人一人が主体的に平時から、

防災意識を学び取ることが重要だ。その防災意識として、正しい情報のとり方から、予測

する思考、周りを確認する思考など様々な考え方が当てはまるだろう。これらの防災意識

を高めることこそが、共助につながるとして、教育をおこなっている。公助は行政が関わ

ることもあり、多額の資金が必要になるだけでなく、時間を有する特徴がある。このた

め、平時から防災の自助精神を持った学生が、情報発信といった側面から役割を担うこと

が求められる。 

ゼミナール活動 国際学部藍澤ゼミナールでは、防災について専門的な調査研究をおこ

なっており、防災という概念に縛られない、学生の自助を深められる活動にも取り組んで

いる。防災について考えるうえで、地域やコミュニティという考え方が重要となるが、同
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ゼミでは、地域の営みに焦点を当て、住民にとってくらしやすいとは何かについて研究し

ている。学生が最も注意をするべきこととして、学生と住民には意識面などで差異がある

ことを理解しなければならないことを挙げていた。 

多摩大学周辺には多摩ニュータウンがあり、その住民の多くは、一人の時間を重んじる

傾向があることはこれまでの多摩学班の研究でも確認している。情報発信と住民との関わ

りのあり方について、しっかりと考える必要性があることを強く感じさせられた。 

第5節 防災コンテナ 

 一般財団法人日本総合研究所では、医療・防災産業の重要性を再確認し、パンデミック

や自然災害などの様々なハザードに対して切れ目なく対応していくための取り組みを実践

している。例えば、コロナ禍を受け、発熱検査センターと呼ばれる高機能コンテナの普及

を進めている。こうした高機能コンテナは、救急医療室や防災用品の販売・配布所、学習

スペースなど、様々な用途に応じてカスタマイズできる。また移動できることから、必要

な場所に届けることができる。そのため、これらのコンテナを防災にも役立てられる可能

性がある。 

 高機能コンテナの使い方として、平時には学習スペースとして防災情報を提供し、有事に

は地域住民や避難者に対し開放することで、安全で快適な避難生活を支援することができ

る。防災コンテナは、自家発電や太陽光発電などの再生可能エネルギーを利用して、電力や

水道、ガスなどのライフラインを確保できるだけでなく、消火器や救急箱などの備品や、ト

イレやシャワーなどの衛生環境も備えている。また、防災コンテナは、災害情報や防災教育

のコンテンツを提供することで、避難者の防災意識や防災行動を高めることもできる。 

防災コンテナと大学との防災連携については、様々なメリットとデメリットがある（図表 

4-5）。一方で、大学とコンテナの連携は社会全体に多くのメリットをもたらす可能性があ

る。コンテナが大学に設置されれば、アクセスが容易となる。これにより、学習の機会が広

がる。同時に災害時においても利用可能な場となることから、徒歩でのアクセスが可能な範

囲内で、人々が健康と生活を維持する手段として役立つだろう。 

さらに、コンテナがインターネットに接続されていることから、オンラインでの学習も可

能である。これにより、学習者は自身のペースで学び、興味やニーズに合わせた柔軟な学習

プランを構築することができる。このような連携は、地域社会の安心・安全な発展に寄与す

ることが期待される。 
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図表 4-5 防災コンテナと大学との防災連携のメリット・デメリット（筆者作成） 

防災コンテナと

大学の防災連携 

メリット デメリット 

発熱検査 

センターとして 

・ 感染症の予防や管理に効果

的 

・ 大学の教育や研究活動の継

続に貢献 

・ コンテナの設置や運用にコス

トがかかる 

・ 感染者のプライバシーの保護

に配慮が必要 

救急医療室 

として 

・ 大学内での急病や事故に迅

速に対応できる 

・ 医療関係者との連携を強化

できる 

・ コンテナの設備や人員の確保

に課題がある 

・ 医療事故や訴訟のリスクがあ

る 

防災用品の 

販売・配布所 

として 

・ 災害時に必要な物資や情報

を提供できる 

・ 地域社会との協力関係を構

築できる 

・ 在庫や管理に工夫が必要 

・ 災害時にコンテナの安全性や

アクセシビリティを確保する

のが難しい 

学習 

スペース 

として 

・ 授業や研究に柔軟に対応で

きる 

・ 医療・防災分野の教育や研

究の質を向上できる 

・ コンテナの利用や予約にルー

ルや制限が必要 

・ コンテナの環境や設備に不満

や不便がある可能性がある 

第6節 再生可能エネルギーの施設 

 令和 5（2023）年 10月 28日、寺島文庫と株式会社カネカの特別企画『こどもの未来〜

カガクとスポーツを通じて明るい未来を〜』に参加した。多摩学班が参加した目的として

は、鹿島臨海工業地帯の見学、カネカ西地区大規模太陽光発電所などの再生可能エネルギ

ーの施設や防災拠点としてのカシマサッカースタジアムの見学を通して、都市郊外型社会

における防災拠点化の重要性や、災害が起こったときに弱者を支える重要性について、実

際に見て学ぶことである。  

鹿島臨海工業地帯（茨城県神栖市）の見学 

 鹿島港は、日本最大級の工業生産拠点となっている鹿島臨海工業地帯の中央部に位置

し、原材料や製品の海上輸送基地として重要な役割を担っている。世界最大級の掘込式港
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湾であり、10万ｔ級の大型船舶が入港できる。鹿島港から広がる鹿島臨海工業地帯は、石

油化学、鉄鋼、飼料、木材など約 160の企業が立地する日本最大級のコンビナートに発展

している。また、平成 23（2011）年 5月に「国際バルク戦略港湾（穀物）」に選定され、

日本の物流の一大拠点としての役割が期待され、日本の産業や経済にとって非常に重要な

役割を果たしている。また、コンビナート群は石油やガスなどのエネルギー資源をもと

に、さまざまな製品や素材を生み出している（図表 4-6、図表 4-7）。 

 防災視点からのアプローチを考えると、鹿島港および鹿島臨海工業地帯が重要な工業生

産拠点であることから、地域の防災対策や災害リスク管理が特に重要である。鹿島港およ

び鹿島臨海工業地帯は、日本最大級の工業生産拠点であり、その重要性から防災でも十分

な対策が求められる。 

第一に、この地域が工業生産において中心的な位置を占めているため、地震や津波など

の自然災害に備えた施設や設備の耐震性向上が必要である。大規模な工場やコンビナート

が立地しているため、被害を最小限に抑えるための適切な建築基準が求められてきた。 

 

図表 4-6 鹿島臨海工業地帯における鹿島石油（筆者撮影） 
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図表 4-7 鹿島臨海工業地帯に泊まった貨物船（筆者撮影） 

 

 

 また、鹿島港が海上輸送の拠点として機能していることから、港湾施設の防災対策も不

可欠である。津波や台風に対する堤防や避難ルートの整備、適切な情報伝達システムの確

立などが求められる。とくに「国際バルク戦略港湾（穀物）」として選定されていること

から、穀物の取り扱いにおいては安全かつ迅速な搬出入が求められる。適切な保管施設や

作業員の安全教育などが欠かせない。さらに、ケミカル工場が立地しエネルギー原料の処

理がおこなわれており、有害物質の取り扱いにおいては万全の安全対策が必要である。事

故時の迅速な対応や適切な避難計画の策定が不可欠となる。 

 

再生可能エネルギーの施設（カネカ西地区大規模太陽光発電所） 

近年、地球温暖化の進行が深刻な懸念となっている。極端な気象や海面上昇など、その

影響はますます顕著になりつつある。一方、この危機に対する人々の意識が高まり、世界

中でエネルギーの転換が進んでいる。環境に優しい次世代のエネルギー源への移行として

は、太陽光発電や風力発電など再生可能エネルギーが代表例となる。これらの技術は、持

続可能でクリーンなエネルギー供給を可能にし、二酸化炭素の排出を大幅に削減できる。

太陽光パネルが家庭や事業所に設置され、風力タービンが風景を彩る地域が増えている。 

 再生可能エネルギーの中でも特に太陽光発電は、持続可能なエネルギー供給の重要な一

翼を担っており、その大規模な発電所を見学した経験から、防災の観点からも検討すべき

だと考える。太陽光発電は自然エネルギーを活用しているため、気候変動や化石燃料に依

存しないエネルギー源として位置づけられているが、災害が発生した際、この発電所がど

のように機能し、地域社会にどの程度の支援を提供できるかについて考える必要がある。 
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  陸海空すべてに対応したコンビナートを保持しているカネカはエネルギーを確保する

手段として太陽光パネルの設置をしており、東京ドーム 5個分の敷地に約 12万枚を設置

している（図表 4-8）。これは、3万世帯の消費ワット数にあたり、発電量で言えば、1万

1千 MWhを確保している。ただ、曇りでは発電量は晴天時の 5割程度に落ち、雨の場合は

2割程度になる。雷に対しては避雷針で対応しており、雹の対策はしていないとのことで

あったが、雹の被害で実際にパネル本体が割れた経験もあるとのことであった。パネルが

割れた際、一般的な太陽光パネルであれば、その一枚全体を交換する必要があるが、この

機体は一部を交換するだけで解決するという。 

 この太陽光パネルは設置してから現在までで 15年ほど経過しているが、耐久性に問題

はない。ほこりなどは雨で流れるために定期的な手入れの必要はないが、鳥の糞は雨で流

れないため、効率低下をもたらす場合もある。 

 防災の視点からは、太陽光パネルが災害による損傷を受けた場合、修復や交換には時間

がかかる恐れがある。このため、余分なパネルや設備のストックを備え、素早い修復体制

を整えることが求められている。カネカの発電施設は、技術力を活かして災害時における

素材や設備の耐久性向上、災害発生時の迅速な復旧対策、そして地域社会へのサポートな

どに応用できる可能性がある。例えば、耐震性の高い太陽光パネルや設備の開発、災害時

のエネルギー供給支援網の構築などが考えられる。 

 

図表 4-8 カネカ西地区大規模太陽光発電所（筆者撮影） 

 

 

 これらは、将来世代に、より健康で持続可能な環境を提供する施策の一環となってい

る。持続可能なエネルギーの採用は、地球を守るだけでなく、未来の世代に希望を与える

ものである。 
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鹿島アントラーズの試合観戦 

 巨大な工業地帯のなかのレクリエーション施設として、首都圏などから多くの観客を集

めているカシマサッカースタジアムを見学する機会も得られた（図表 4-9）。 

サッカーミュージアムでは、鹿島アントラーズの創設から現在までの歴史を紹介する展

示や、Jリーグや AFCチャンピオンズリーグなどのタイトルを獲得した時のトロフィーやユ

ニフォームなどを見ることができた。鹿島アントラーズは日本のサッカー界のリーダー的

存在であり、日本代表選手も多く輩出していることを知った。 

 

図表 4-9 鹿島アントラーズの試合観戦（筆者撮影） 

 

 

 試合は、鹿島アントラーズのホームスタジアムであるカシマサッカースタジアムでおこ

なわれた。このスタジアムは、平成 14（2002）年の FIFA ワールドカップの会場の一つであ

り、日本のサッカーの歴史に残る名勝負が数多くおこなわれた場所である。スタジアムは、

約 4 万人の観客を収容できる大型の施設で、屋根は免震構造になっているほか大型ビジョ

ンを利用した避難誘導システムがあることなど、防災対策がしっかりとされている。 

試合は、鹿島アントラーズと浦和レッズという強豪同士の対戦で、両チームのサポーター

が熱狂的に応援していた。日本のサッカーの特徴として、サポーター同士の暴力やトラブル

がほとんどなく、試合前や試合後には互いに挨拶やエールを交わすことがあることが分か

った。また、試合中にはサポーターがオリジナルの応援歌やチャントを歌って盛り上げるこ

とが多く、それぞれのチームの個性や歴史が感じられた。 
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 鹿島臨海工業地帯は、日本最大規模の工業生産拠点であり、その戦略的重要性から防災の

視点からも十分な対策が求められる。地域の防災強化には、耐震性の向上や適切な情報伝達

システムの確立などが不可欠である。 

第7節 防災アイディア公開会―第 3 回荒川流域防災住民ネットワーク 

 荒川流域防災住民ネットワーク「防災アイディア交換会」は令和元（2019）年の台風被

害をきっかけに始まった荒川流域の地域活動である。そしてこのイベントをきっかけに住

民力を高め災害時に機能する大規模ネットワークの形成を目指している。この防災アイデ

ィア交換会は過去 2回開催されており、1回目は 110人が参加し、2回目は 150人、今回

は現地 150人、Zoom90人の計 240 人が参加した。 

 今回、講演を行った東京大学生産技術研究所の加藤孝明教授は「温故知新」ではなく

「温故創新」を大事にしていると強調した。すなわち、かつての時代の知恵の掘り起こ

し、それに新技術を加えるということが重要であるということである。災害は故（ふる）

きを温（たず）ねて新しきを知るだけでは対策はできない。故きを温ねて新しきを創造す

ることを重視している。また、水害対策としては自分の地域だけに関心を払うのではな

く、流域全体を誰しもが自分事と思う必要があるということも述べていた。 

 自助、共助、公助という言葉があるが、住民は共助公助に頼りすぎであると加藤教授は

考えており、防災も街づくりではあるが、「桁外れの需要に対して桁外れに公の資源が少

ない」という問題を抱えている現状では、いざとなったら公の資源はあてにできない。東

京都全体の救急車の台数が 236台であるため、大型災害が起きた際に先着順になってしま

うことは火を見るよりも明らかである。解決策として①需要の低下②資源の拡大がよく挙

げられるが、②の資源の拡大については単に物資量を増やすのではなく、避難所を増やす

ことを例に挙げていた。震災直後に営業を開始することのない業種、例えばパチンコ店な

どに避難所を設けることの意義を唱えていた。  

「防災アイディア交換会」で参加者から出された意見は、「一見できていそうな状況に

安心しない」「隙間があることを理解する。同時にすぐには解決できないことを理解す

る」「既成概念を超える」「一緒に作り上げる」「机上だけでなく行動・実践する」「多

様性を理解し、いざというときに機能する」「防災は縦割りの 1つではない。防災だけを

考えることが防災を進まなくさせる。」などであった。 

今回の会議では様々な状況下で暮らしている荒川流域住民の声を聴くことができた。例

えば、体が不自由な住民からは「どんなに障がいが重くても住み慣れた地域である。生き
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がいをもって安心安全に暮らし続けたい、これが私たちの願いです」という意見が聞かれ

た。また、高齢の住民は「インターネットばかりが発展しており情報がとにかくない。体

力の低下、視力の低下、元気そうで元気じゃない。それでも、ご近所には迷惑をかけたく

ない故に避難をあきらめるようなこともある。私も逃げます。みんな声かけましょう」と

述べており、高齢者が情報弱者となっていることが浮き彫りとなった。さらに、助産師と

して働く参加者は、「職場にも、水、食糧、靴などの備蓄は必要。母子手帳など待ち合わ

せていない場合もありうる。母子手帳が水害によって流されてしまうこともある」と専門

的な見地から防災を考える必要性を述べていた。 

在日外国人の住民は「前提として災害に慣れていない。地図の読み方が異なる。避難所

の仕組みが分からない。住むところの安全が心配。言語的制約があり、日常会話はできる

が、災害用語は極めて難しい。宗教、アレルギーなど多様な生活文化を持つ人種が日本に

暮らしていることを理解してほしい」という意見が寄せられた。
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第5章 多摩大学の防災拠点化に向けて 

第1節 第 2、3 章を踏まえた多摩地域の課題 

水害について 

これまでの調査により、かつての水害は溢水氾濫を中心としていたが、現代では内水氾

濫が増えており、低地部やアンダーパスの浸水被害が深刻となっていることが分かった。

とくに多摩地域は丘陵地帯であるため、土砂災害も起こりやすい。また、高齢者が多いた

め、発災時には早期避難が必要となる。一方で、多摩大学の学生へのアンケート調査の実

施結果から、水害に対する関心がさほど高くないことが分かった。近年増加している内水

被害、アンダーパスの危険性について、自分事としてとらえる教育をおこなう価値は極め

て高いことが考えられる。 

 

情報発信について 

水害をはじめ、様々な災害に対し、平時と有事の防災対策が求められる。防災対策に

は、非常食などの準備なども挙げられるが、情報発信という部分でも求められる。今回、

我々は多摩市の防災情報の発信について知るためヒアリング調査を実施したが、平時で

は、主に地震や水害の危険個所を記した防災マップなどを地域住民に配り、防災対策の強

化を促していた。また、ホームページやアプリなどでも情報発信をおこなっている場合も

ある。しかしながら、本研究からこれらの発信の仕方にも課題が生じていると考えた。例

えば、防災関連情報は発信されているが住民に届きにくいこと、ホームページやアプリで

は高齢者がアクセスしにくいかもしれないこと、ハザードマップは小さく読み取れないと

いうこと、外国人向け防災パンフレットは一般的な情報しか載っていないことなどであ

る。 

このため、発信する情報の取捨選択や、高齢者や外国人に対する効果的な情報発信の方

法を探究する必要があるものと考える。 

第2節 多摩大学の持つリソースと限界 

 本学における防災への関心についてのアンケート調査の結果、防災への関心度が低いこ

とが分かった。また、防災に関する講義やサークルなど、防災について学べる場も少な

い。そのため、多摩大学を防災拠点化するうえで、多摩大学の構成員が適切に災害に対応

できる準備が整っているとは言えない。大学を防災拠点とする場合、教職員や学生が防災

に関する知識を持っていなければ、災害に対して有効な行動を起こすことは難しい。そも
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そも有事の際には、大学として学生の安全を第一に確保する必要があることは、石巻専修

大学の事例からも明らかになったことである。国士舘大学や拓殖大学の事例と比較したと

き、本学ではこれまで専門的な防災教育や、有事に対応できる防災人材の育成は不十分で

あると考えられる。 

一方で、本学の多摩キャンパスは経営情報学部が設置されているため、情報に関する専

門家は多く在籍している。また、産官学民活動や地域連携の実績により、多摩地域の住民

と連携しながら災害対策をする素地は整っていると言えよう。 

第3節 防災「情報」拠点化の提言 

 上記の限界やリソースに鑑みると、本学は「災害に関する情報発信」という点で、多摩

地域の防災に貢献できる可能性がある。以下、平時と有事（例えば災害時）に分け、どの

ような情報発信がおこなえるかを提言する。 

第1項 防災情報拠点化の概要 

平時には、多摩地域の住民の特性に合わせた防災に関する情報を提供する。多摩市役所

が発信している情報は正確で詳細である一方、情報量が多すぎて必要な情報を入手できな

かったり、関心がないと手に取らなかったりといった問題点がある。そこで本学では、多

摩市役所が発信している情報にもとづき、地域住民に合わせた形で防災情報を加工したう

えで発信していけるのではないかと考えた。例えば多摩地域に多く居住する高齢者に対し

ては、インターネット上やアプリで入手可能な情報を紙媒体にして配布する、文字が小さ

すぎる資料は情報を削る代わりに文字サイズを大きくする、といったカスタマイズが有効

となるであろう。また、本学に在籍する留学生の力を借りれば、在日外国人の住民にも母

国語での情報提供が可能となるかもしれない。このように、地域住民に合わせたオーダー

メイドの防災情報の提供をおこなうことができると考える。 

有事には、災害に関する正確な情報を発信するために、「緊急情報収集・発信センタ

ー」を開設する。災害時には多くの情報が飛び交い、その中には不正確な情報やデマも含

まれる。また、停電や家屋、道路の損壊などの影響により、新聞やテレビ、PC、スマート

フォンなどが利用できなくなる可能性が高く、そもそも情報を得ることが難しくなると考

えられる。そこで、多摩市役所のような公的機関と連携しながら、正確な情報をいち早く

収集し、それを様々な形で地域住民に発信する。「多摩大学に行けば災害に関する最新の



 227 

情報を得られる」という状態を作ることができれば、多摩地域が被災したとき、地域住民

の安全の確保や避難に大いに貢献できると考えられる。 

上記のように、災害に関する情報を発信する拠点として多摩大学が機能すれば、多摩地

域全体の災害に対するレジリエンスを高めることが可能となるであろう。 

第2項 防災情報拠点化のために取り組むべきこと 

平時および有事に多摩地域に根差した防災情報を発信するためには、関係機関との連携

が必要不可欠である。例えば多摩市役所総務部防災安全課と連携することで、多摩市全体

に関わる詳細かつ正確な防災情報を得ることが可能となる。また、本学が地域住民と関わ

る中で得られた声を市役所に届けることで、市民の視点に立った防災対策を考案・実施す

ることにも貢献できるかもしれない。さらに、市役所との連携は、有事の際に最新かつ正

確な情報をいち早く入手することにもつながる。災害の被害状況や避難所の空き情報など

を市役所からだけでなく多摩大学から正確に発信することで、より多くの地域住民に伝え

ることができるであろう。市役所以外にも、多摩市社会福祉協議会と連携することで災害

時に駆け付けてくれたボランティアを有効活用することが可能となる。 

また、情報はただ発信するだけでは意味がない。情報の受け手に届きやすいように様々

な工夫が必要となる。例えば、災害情報を発信するためのウェブサイトや SNSの立ち上げ

である。日々正確な情報を提供していくためには、災害の専門家を教職員に迎えることも

求められるであろう。また、多摩大学では地域と連携した活動が多々おこなわれている。

ゼミなどで地域住民との関わりを持ち、留学生を活用して多言語によるハザードマップや

広報資料の作成、公的機関が作成した資料を多摩市に特化した形で作り変えるなどの具体

的な取り組みは望ましい。地域住民向けの講座やイベントで防災情報を提供することも、

多摩地域全体の防災意識を高めるために有効であろう。 

さらに、有事の際でも防災情報を提供するために、被災しても使い続けられるようなイ

ンターネット環境を構築しておく必要がある。災害に強いサーバーの設置はもちろん、非

常電源の確保も重要となると考えられる。例えば太陽光パネルや風力発電機、自家発電

機、充電装置を大学構内に設置することにより、有事の際にも使用可能な電力をある程度

得ることができるだろう。また、災害時に電力を確保することができれば、大学での情報

発信に使えるだけでなく、派遣されてきたボランティアや避難してきた地域住民が PCや

スマートフォンを充電することができる。それにより、間接的に情報を行き渡らせること

に貢献できると考えられる。 
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さらに、近年では災害時にドローンを活用する可能性が検討されている。物資の運搬だ

けでなく、被害状況の撮影や情報の発信など、情報収集・伝達に関する面でもドローンは

非常に有効であろう。将来的な活用を視野に入れ、ドローンに関する資格を取得するため

の科目を開設することも、防災情報拠点となるためには有効であると考えられる。現在で

も、多摩大学では多摩祭やオープンキャンパスのイベントの際にドローン飛行体験をおこ

なっている。ドローンの活用に向けた取り組みは、経営情報学部の学生が興味を持ちやす

く、かつ地域に防災情報を発信していくうえで重要であると考えられる。 

 以上で論じたように、防災情報拠点化のためには、平時からゼミ活動などを通じて地域住

民との関わりを強化し、留学生を活用して情報弱者への対応を図り、有事には災害に強いサ

ーバーの設置や太陽光パネルの導入などによる自立した電源の確保、ドローン操作に関す

る授業の実施など、先進的で実用的な施策が求められる。なにより、地域の公的機関や社会

福祉協議会との連携は重要であり、大学と学生が情報ルートを確保することが不可欠であ

ろう。 

第3項 防災情報拠点化に必要な基盤 

 一方、このような情報発信の場として成長するには、多摩大学構成員の防災意識が高ま

っていること、大学自体が被災したときの対応が平時から検討されていることが前提であ

ろう。前述の通り、構成員の防災意識が低ければ、本学が防災情報拠点となるための役割

を果たすことはできない。また、そもそも大学自体の防災力が低ければ、被災時に地域全

体のために機能することは不可能であろう。多摩大学が災害に対して機能を維持・回復で

きるように、教職員と学生の防災意識向上と防災対策の徹底が必要である。 

学生の防災意識を向上させるために大学としてもっとも重要なのは、防災に関する教育

の機会を提供することであろう。そのために、防災関連科目の開講や、防災関連のイベン

トの開催が必要になると考えられる。国士舘大学の事例を取り入れ、新入生オリエンテー

ションの際に防災に関する講習をおこなってもよいかもしれない。本研究でおこなったヒ

アリングでは、まずは災害時に自分を守れるようになることが重要であるというメッセー

ジがたびたび得られた。本学での防災教育も、有事の際にとらなければならない行動や、

災害への備えとして必要なことを伝えることにより、まずは防災を自分に関連が深いこと

として捉えられるようになることを目指したい。また、付属の小中高校との連携した防災

教育や、防災の専門家や経験者を招いた講演会、ワークショップの実施なども検討すべき

である。 
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さらに、大学の防災力向上のため、災害発生時の対応計画の策定、避難訓練の実施方法

の検討などが挙げられた。避難訓練は毎年おこなわれているが、構内にいながら参加しな

い学生も多く、形骸化している面もある。様々な災害を想定し、大学としてどのような対

策が必要となるのか、改めて避難訓練の内容を精査することも求められる。 

また、本学には留学生が数多く在籍するが、被災時には言語的、文化的な壁によって日

本人学生よりも困難な状況に陥る可能性が高い。留学生に対する適切な避難策や安否確認

の方法を確立することも重要である。 

これらの土台があって初めて、大学は地域を支える防災拠点としての役割を果たすこと

ができ、地域社会における安全・安心の向上に寄与できるようになると考えられる。  
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第6章 おわりに 

前年に引き続き防災を研究テーマに据え、今年度はとくに水害という視点から調査を進

めた。 

私たちが学んだことは大きく二つある。一つ目は、「防災＝地震」ではない、ということ

である。身近に起こりうるさまざまな災害について、どのような災害が起こりうるか、災害

が起こった際にどのように行動すればいいかを自ら認識することが防災につながると考え

た。行政などが取り組む災害対策の多くは地震に重点が置かれており、本学でのアンケート

調査を踏まえた分析でも、水害にはあまり関心が払われていなかった。このため、水害にお

いては正しい避難行動がとれず、命が脅かされる事態となる懸念がある。身近に多摩川があ

る本学にとっては、何としても避けなければならない。 

二つ目は防災への視点は人によって大きく異なっていることを前提に対策を講ずること

が必要な点である。自身を守るためには、地震に限らず水害など身近に起こりうる災害を一

人一人が把握し、有事の際に落ち着いて避難行動できるようにすること、さらには、大学な

どの教育機関が率先して避難訓練を実施することが求められている。 

今回のゼミ活動には中国、韓国の留学生も加わり、多摩大の理念の一つである「グローカ

リティ」の視点を論文に反映できた。 

中国から留学しているゼミ生は、日本語でのコミュニケーションが難しい外国人への効

果的な情報伝達を考えた。「水害は日本の社会にとって切実な課題であり、今後も継続的に

研究していきたい。インターゼミ活動は、研究への情熱を高めるとともに、私の人生にも大

きな影響を与えた」と振り返る。 

また、韓国からの留学生は「韓国で良い教育を受けていたことに気づいた」という。母国

では小学生から避難訓練と心肺蘇生､いわゆる CPRの実践を定期的に行っているからだ。今

年度の研究では多摩地域の災害に注目したが、今後、多摩地域における防災を考えるうえで、

日本だけでなく諸外国の防災活動を学ぶことも有用であるかもしれない。 

防災における大学のあり方についても真剣に考えた。有事の際には大学生の活躍が期待

される一方で、学生ら大学関係者の安全を第一に確保する事を忘れてはなるまい。共助とい

う視点からは地域住民を守ることは重要だが、十分な知識や経験が乏しいまま乗り出せば、

二次被害を引き起こす恐れさえある。災害時を想定し、あらかじめ学生が担える行動の範囲

を、大学や住民・行政の間で話し合うことは効果的な防災活動へとつながるはずだ。 

昨年度からの研究の積み重ねが、多摩大学の防災拠点化に向けた仕組み作りや実際の運

営に貢献できたのであれば幸いである。 

 

論文を書き上げ、ゼミ活動は最終段階を迎えた令和 6（2024）年 1月、能登半島地震が起

きた。私たちは被災した外国人の境遇や避難所での水や電源、食料などの確保に思いを馳せ



 231 

た。これまでの研究がもたらした変化ではないだろうか。犠牲者の冥福を祈るとともに、一

日も早い復旧を願ってやまない。 
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